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　付　 　議　 　事　 　件 

報告第 １ 号　　町道の管理の瑕疵に基づく損害賠償額の決定 

　に係る専決処分の報告について　  〔 １ 頁〕 

報告第 ２ 号　　広陵町行政手続における特定の個人を識別する 

 　ための番号の利用等に関する法律に基づく個人

 　番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 　及び広陵町税条例の一部を改正する条例の専決

　処分の報告について　  〔 ７ 頁〕 

報告第 ３ 号　　職員の育児休業等に関する条例の一部を改正 

　する条例の専決処分の報告について　 　〔１３頁〕 

報告第 ４ 号　　刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係 

 　条例の整理に関する条例の専決処分の報告に

　ついて　 　〔１９頁〕 

報告第 ５ 号　　令和６年度広陵町一般会計補正予算（第９号） 

　の専決処分の報告について　  〔２５頁〕 

報告第 ６ 号　　令和７年度広陵町土地開発公社事業計画及び 

　予算の報告について   〔５１頁〕 

議案第１０号　　広陵町公共施設等整備基金条例の制定について　

　〔５３頁〕 

議案第１１号　　職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部 

　を改正することについて　 　〔５７頁〕 

議案第１２号　　職員の旅費に関する条例の一部を改正すること 

　について 　 　〔６１頁〕 

議案第１３号　　広陵町国民健康保険税条例の一部を改正する 

　ことについて　 　〔８１頁〕 

議案第１４号　　広陵町廃棄物の処理及び再利用に関する条例 

　の一部を改正することについて　 　〔８５頁〕 

議案第１５号　　広陵町消防団員等公務災害補償条例の一部を 

　改正することについて　 　〔８９頁〕 



議案第１６号　　広陵町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給 

　　　　　　　　に関する条例の一部を改正することについて 〔９３頁〕 

 

議案第１７号　　広陵町水道事業及び下水道事業の設置等に関する 

　　　　　　　　条例の一部を改正することについて　　　 〔９７頁〕 

 

議案第１８号　　広陵町下水道条例の一部を改正することについて　　　　

　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔１０３頁〕 

 

議案第１９号　　広陵町ふるさと基金条例の廃止について　　　　　　

　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔１０７頁〕 

 

議案第２０号　　令和６年度広陵町一般会計補正予算（第１１号）　　　　

　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　〔１１１頁〕 

 

議案第２１号　　令和６年度広陵町後期高齢者医療特別会計補正 

　　　　　　　　予算（第１号）　　　　　　　　　　　 〔１４３頁〕 

 

 

〔議案第２２号から議案第２８号までは令和７年度予算書〕 

 

議案第２２号　　令和７年度広陵町一般会計予算 

 

議案第２３号　　令和７年度広陵町国民健康保険特別会計予算 

 

議案第２４号　　令和７年度広陵町後期高齢者医療特別会計予算 

 

議案第２５号　　令和７年度広陵町介護保険特別会計予算 

 

議案第２６号　　令和７年度広陵町墓地事業特別会計予算 

 

議案第２７号　　令和７年度広陵町学校給食特別会計予算 

 

議案第２８号　　令和７年度広陵町下水道事業会計予算 

 

 

議案第２９号　　箸尾準工業地区道路整備事業第２期工事及び 

 　　　　　　　　河川事業の受委託に関する広陵町土地開発公社

　　　　　　　　との協定の変更について　　　　　　　 〔１５７頁〕 

 

議案第３０号　　広陵町子ども・子育て支援事業計画（第３期） 

　　　　　　　　を定めることについて　　　　　　　　 〔１６１頁〕 

 



議案第３１号　　奈良県広域水道企業団設立準備協議会の廃止 

　に関する協議について　 　〔１６３頁〕 





報  告  第  １  号  

 

　 　 　 町 道 の 管 理 の 瑕 疵 に 基 づ く 損 害 賠 償 額 の 決 定 に  

　 　 　 係 る 専 決 処 分 の 報 告 に つ い て  

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ８ ０ 条 第 １ 項

の 規 定 に よ り 、 別 紙 の と お り 専 決 処 分 し た の で 、 同 条 第 ２ 項

の 規 定 に よ り 報 告 す る 。  

 

　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 報 告  

 

 

                　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 1 －



－ 2 －



専 決 処 分 書

　 町 道 の 管 理 の 瑕 疵 に 基 づ く 損 害 賠 償 額 の 決 定 に つ い て 、 地

方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ８ ０ 条 第 １ 項 の 規

定 に よ り 、 別 紙 の と お り 専 決 処 分 す る 。  

令 和 ７ 年 １ 月 ７ 日 専 決

広 陵 町 長 山 村 吉 由

－ 3 －
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　 　 　 町 道 の 管 理 の 瑕 疵 に 基 づ く 損 害 賠 償 額 の 決 定 に  

　 　 　 係 る 専 決 処 分 の 報 告 に つ い て  

 

１ 　 損 害 賠 償 の 相 手 方  

　 　  

　 　 　  

 

２ 　 事 故 の 概 要  

　 (1)  事 故 発 生 日 時  

　 　 　 令 和 ６ 年 １ ０ 月 １ 日 　 午 前 ８ 時 １ ０ 分 頃  

　 (2)  事 故 発 生 場 所  

　 　 　 奈 良 県 北 葛 城 郡 広 陵 町 大 字 南 郷 ５ ９ ９ 番 ２ 先 （ 町 道 南

　 　 ２ ２ 号 線 ）  

　 (3)  事 故 の 状 況  

　 　 　 相 手 方 が 、 町 道 南 ２ ２ 号 線 を 自 転 車 で 北 進 中 、 後 方 か

　 　 ら 車 両 が 来 た た め 車 道 端 に 設 置 さ れ た ガ ー ド レ ー ル 側 に

　 　 接 近 し た 際 、 当 該 ガ ー ド レ ー ル の 補 修 の た め に 用 い ら れ

　 　 て い た 針 金 に 相 手 方 が 着 用 す る ス カ ー ト （ 以 下 「 相 手 方

　 　 ス カ ー ト 」 と い う 。 ） が 引 っ か か り 、 相 手 方 ス カ ー ト を

　 　 損 傷 さ せ た も の で あ る 。  

 

３ 　 損 害 賠 償 額  

　 　 １ ２ ， ９ ５ ０ 円  

　 　 本 件 に よ る 相 手 方 ス カ ー ト の 損 害 額 は １ ２ ， ９ ５ ０ 円 で 、

　 本 町 １ ０ 割 の 過 失 割 合 と し て 、 １ ２ ， ９ ５ ０ 円 を 本 町 の 負

　 担 と す る 。  

－ 5 －



 

４ 　 和 解 年 月 日  

　 　 令 和 ７ 年 １ 月 ７ 日  

　 　 な お 、 当 該 損 害 賠 償 額 は 、 町 が 加 入 し て い る 保 険 に よ り

　 補 償 済 み で あ る 。  

－ 6 －



 報  告  第  ２  号

 

　 　 　 広 陵 町 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る  

　 　 　 た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 に 基 づ く 個 人  

　 　 　 番号の 利用及び特定 個人情報の 提供に関す る条例  

　 　 　 及 び 広 陵 町 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 専 決  

 　 　 　 処 分 の 報 告 に つ い て

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ８ ０ 条 第 １ 項

の 規 定 に よ り 、 別 紙 の と お り 専 決 処 分 し た の で 、 同 条 第 ２ 項

 の 規 定 に よ り 報 告 す る 。

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 報 告

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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 専 　 　 決 　 　 処 　 　 分 　 　 書

 

　 広 陵 町 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号

の 利 用 等 に 関 す る 法 律 に 基 づ く 個 人 番 号 の 利 用 及 び 特 定 個 人

情 報 の 提 供 に 関 す る 条 例 及 び 広 陵 町 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る

条 例 を 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ８ ０ 条 第

 １ 項 の 規 定 に よ り 、 別 紙 の と お り 専 決 処 分 す る 。

 

 

 令 和 ７ 年 １ 月 ２ ５ 日 専 決

 

 

                　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由

－ 9 －
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　　　広陵町行政手続における特定の個人を識別するための番号の

　　　利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報

　　　の提供に関する条例及び広陵町税条例の一部を改正する条例 

 

　（広陵町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

　用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提

　供に関する条例の一部改正） 

第１条　広陵町行政手続における特定の個人を識別するための番号

　の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報

　の提供に関する条例（平成２７年１２月広陵町条例第９号）の一

　部を次のように改正する。 

　　第２条第２号中「第２条第８項」を「第２条第９項」に改め、

　同条第３号中「第２条第１２項」を「第２条第１３項」に改め、

　同条第４号中「第２条第１４項」を「第２条第１５項」に改める。 

　（広陵町税条例の一部改正） 

第２条　広陵町税条例（昭和３０年４月広陵町条例第１０号）の一

　部を次のように改正する。 

　　第３６条の２第９項中「第２条第１５項」を「第２条第１６項」

　に改める。 

　　第６３条の２第１項第１号中「同条第１５項」を「同条第１６

 　項」に改める。

　　第８９条第２項第２号及び第１３９条の３第２項第１号中「第

 　２条第１５項」を「第２条第１６項」に改める。

　　　附　則 

　この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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 報  告  第  ３  号

 

 　 　 　 職員 の育児休業 等に関する 条例の一部 を改正する

 　 　 　 条 例 の 専 決 処 分 の 報 告 に つ い て

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ８ ０ 条 第 １ 項

の 規 定 に よ り 、 別 紙 の と お り 専 決 処 分 し た の で 、 同 条 第 ２ 項

 の 規 定 に よ り 報 告 す る 。

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 報 告

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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 専 　 　 決 　 　 処 　 　 分 　 　 書

 

　 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 地

方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ８ ０ 条 第 １ 項 の 規

 定 に よ り 、 別 紙 の と お り 専 決 処 分 す る 。

 

 

 令 和 ７ 年 １ 月 ３ ０ 日 専 決

 

 

                　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由

－ 15 －
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 　　　職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

 

　職員の育児休業等に関する条例（平成４年３月広陵町条例第１５

号）の一部を次のように改正する。 

　第１８条第３項中「第６１条第３２項において読み替えて準用す

る同条第２９項」を「第６１条の２第２０項」に改める。 

　　　附　則 

　この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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 報  告  第  ４  号

 

 　 　 　 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

 　 　 　 の 整 理 に 関 す る 条 例 の 専 決 処 分 の 報 告 に つ い て

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ８ ０ 条 第 １ 項

の 規 定 に よ り 、 別 紙 の と お り 専 決 処 分 し た の で 、 同 条 第 ２ 項

 の 規 定 に よ り 報 告 す る 。

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 報 告

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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 専 　 　 決 　 　 処 　 　 分 　 　 書

 

　 刑 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 条 例 の 整 理

に 関 す る 条 例 を 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １

 ８ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 別 紙 の と お り 専 決 処 分 す る 。

 

 

 令 和 ７ 年 ２ 月 １ ４ 日 専 決

 

 

                　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由

－ 21 －



－ 22 －



　　　刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に

　　　関する条例  

 

　（広陵町情報公開・個人情報保護審査会設置条例の一部改正）  

第１条　広陵町情報公開・個人情報保護審査会設置条例（平成１７

　年３月広陵町条例第６号）の一部を次のように改正する。  

　　第１４条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。  

　（一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正）  

第２条　次に掲げる条例の規定中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。  

　(1) 一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年８月広陵町条

　　例第１９号）第１５条の２第３号及び第４号並びに第１５条の

　　３第１項第１号並びに同条第５項第１号  

　(2) 広陵町消防団条例（昭和６２年１２月広陵町条例第８号）第

　　４条第１号  

　(3) 広陵町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例

　　（昭和３９年６月広陵町条例第２５号）第６条第１号  

　（罰則の適用等に関する経過措置）  

第３条　この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前

　の例による。  

２　この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定により

　なお従前の例によることとされ、なお効力を有することとされ又

　は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によることとされる罰

　則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部

　を改正する法律（令和４年法律第６７号。以下「刑法等一部改正

　法」という。）第２条の規定による改正前の刑法（明治４０年法

　律第４５号。以下この項において「旧刑法」という。）第１２条

　に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。

　以下この項において同じ。）、旧刑法第１３条に規定する禁錮（以

　下「禁錮」という。）（有期のものに限る。以下この項において  
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　同じ。）又は旧刑法第１６条に規定する拘留（以下「旧拘留」と

　いう。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞ

　れその刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長

　期及び短期を同じくする拘留とする。  

　（人の資格に関する経過措置）  

第４条　拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例の規定によ

　りなお従前の例によることとされ、なお効力を有することとされ

　又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によることとされる  

　人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処

　せられた者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられ

　た者は刑期を同じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に処せ

　られた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた者とみなす。  

　（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置）  

第５条　刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行

　に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）  

　並びにこの条例（以下これらを「刑法等一部改正法等」という。）  

　の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められてい

　る罪につき起訴をされた者は、第２条の規定による改正後の一般

　職の職員の給与に関する条例第１５条の３第１項（第１号に係る

　部分に限る。）及び第５項（第１号に係る部分に限る。）の規定

　の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされ

　た者とみなす。  

　（経過措置の規則への委任）  

第６条　この条例に定めるもののほか、刑法等一部改正法等の施行

　に伴い必要な経過措置は、規則で定める。  

　　　附　則  

　この条例は、令和７年６月１日から施行する。  
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報  告  第  ５  号  

 

 

　 　 　 令 和 ６ 年 度 広 陵 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ９ 号 ）  

　 　 　 の 専 決 処 分 の 報 告 に つ い て  

 

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ７ ９ 条 第 １ 項

の 規 定 に よ り 、 別 紙 の と お り 専 決 処 分 し た の で 、 同 条 第 ３ 項

の 規 定 に よ り 報 告 し 、 そ の 承 認 を 求 め る 。  

 

 

　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 報 告  

 

 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　  山 　 村 　 吉 　 由  
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 専 　 　 決 　 　 処 　 　 分 　 　 書

 

 

　 令 和 ６ 年 度 広 陵 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ９ 号 ） を 地 方 自 治

法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ７ ９ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ

り 、 別 紙 の と お り 専 決 処 分 す る 。  

 

 

　 　 令 和 ６ 年 １ ２ 月 ２ ６ 日 専 決  

 

 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由  
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　 　 　 令 和 ６ 年 度 広 陵 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ９ 号 ）  

 

 

　 令 和 ６ 年 度 広 陵 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ９ 号 ） は 、 次 に 定

め る と こ ろ に よ る 。  

 

 

 

　 （ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）  

第 １ 条   既 定 の 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １

　 １ ０ ， ３ ５ ０ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳

　 出 そ れ ぞ れ １ ８ ， １ ２ １ ， ５ ５ ２ 千 円 と す る 。  

 

２ 　 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金

　 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、「 第 １ 表 　 歳 入

　 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。  

 

　 （ 繰 越 明 許 費 の 補 正 ）  

第 ２ 条 　 既 定 の 繰 越 明 許 費 の 追 加 は 、「 第 ２ 表 　 繰 越 明 許 費

　 補 正 」 に よ る 。  
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歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,251,539110,3503,141,18914 国庫支出金

2,007,494110,3501,897,1442 国庫補助金

18,121,552110,35018,011,202歳 入 合 計

第１表　歳入歳出予算補正
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歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,251,539110,3503,141,18914 国庫支出金

2,007,494110,3501,897,1442 国庫補助金

18,121,552110,35018,011,202歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

2,598,8171892,598,6282 総務費

2,008,7811892,008,5921 総務管理費

5,837,904110,1615,727,7433 民生費

3,176,721110,1613,066,5601 社会福祉費

18,121,552110,35018,011,202歳 出 合 計

－ 32 －



歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

2,598,8171892,598,6282 総務費

2,008,7811892,008,5921 総務管理費

5,837,904110,1615,727,7433 民生費

3,176,721110,1613,066,5601 社会福祉費

18,121,552110,35018,011,202歳 出 合 計
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１　追 加

事      業 金    額

千円

2 総務費 1 総務管理費
低所得者支援給付金事業（住民税
非課税世帯）

189

3 民生費 1 社会福祉費
低所得者支援給付金事業（住民税
非課税世帯）

110,161

款 項

　第２表　繰越明許費補正
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歳入歳出補正予算事項別明細書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

14 国庫支出金 3,141,189 110,350 3,251,539

110,350 18,121,552歳     入     合     計 18,011,202
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歳入歳出補正予算事項別明細書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

14 国庫支出金 3,141,189 110,350 3,251,539

110,350 18,121,552歳     入     合     計 18,011,202
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地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

総務費 2,598,6282 2,598,817189 189

民生費 5,727,7433 5,837,904110,161 110,161

歳     出     合     計 18,011,202 110,350 18,121,552 110,350
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地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

総務費 2,598,6282 2,598,817189 189

民生費 5,727,7433 5,837,904110,161 110,161

歳     出     合     計 18,011,202 110,350 18,121,552 110,350
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補正前の額

２　歳　入
（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

14 国庫支出金 3,141,189 3,251,539110,350

2 国庫補助金 1,897,144 2,007,494110,350

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（低所得世帯支総務管理費補助金1 総務費国庫補助金 478,221 588,571 1 110,350110,350

援枠） 110,350
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補正前の額

２　歳　入
（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

14 国庫支出金 3,141,189 3,251,539110,350

2 国庫補助金 1,897,144 2,007,494110,350

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（低所得世帯支総務管理費補助金1 総務費国庫補助金 478,221 588,571 1 110,350110,350

援枠） 110,350
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３　歳　出
（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

2 総務費 2,598,628 189 2,598,817 189

1 総務管理費 2,008,592 189 2,008,781 189

●給与費（会計年度任用職員）1 一般管理費 1,023,497 189 1,023,686 189 4 共済費 189 189

　・社会保険料 189

3 民生費 5,727,743 110,161 5,837,904 110,161

1 社会福祉費 3,066,560 110,161 3,176,721 110,161

●給与費1 社会福祉総 341,318 110,161 451,479 110,161 1 報酬 1,757 100

　・時間外勤務手当 100務費

●給与費（会計年度任用職員）3 職員手当等 100 1,925

　・会計年度任用職員報酬（2人） 1,757

　・共済組合負担金4 共済費 126 126

　・費用弁償 42

●低所得者支援給付金事業（住民税非課税世帯）8 旅費 42 108,136

　・消耗品費 50

　・印刷製本費10 需用費 126 76

　・通信運搬費 1,132

　・手数料11 役務費 1,640 508

　・低所得者支援給付金システム改修委託料 2,970

　・給付金12 委託料 2,970 103,400

18 負担金､補助 103,400

及び交付金
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３　歳　出
（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

2 総務費 2,598,628 189 2,598,817 189

1 総務管理費 2,008,592 189 2,008,781 189

●給与費（会計年度任用職員）1 一般管理費 1,023,497 189 1,023,686 189 4 共済費 189 189

　・社会保険料 189

3 民生費 5,727,743 110,161 5,837,904 110,161

1 社会福祉費 3,066,560 110,161 3,176,721 110,161

●給与費1 社会福祉総 341,318 110,161 451,479 110,161 1 報酬 1,757 100

　・時間外勤務手当 100務費

●給与費（会計年度任用職員）3 職員手当等 100 1,925

　・会計年度任用職員報酬（2人） 1,757

　・共済組合負担金4 共済費 126 126

　・費用弁償 42

●低所得者支援給付金事業（住民税非課税世帯）8 旅費 42 108,136

　・消耗品費 50

　・印刷製本費10 需用費 126 76

　・通信運搬費 1,132

　・手数料11 役務費 1,640 508

　・低所得者支援給付金システム改修委託料 2,970

　・給付金12 委託料 2,970 103,400

18 負担金､補助 103,400

及び交付金
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給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

１　　特   別   職

（単位  千円）

区　　分
職員数 給　　　　　与　　　　　費

共済費 合　　計 備考
（人）

9,690 9,224 44,090 2,920 47,010

報　　酬 給　料 期末手当 その他 計

25,176

69,990 14,275 84,265

その他 732 29,493 5,000

議　員 14 50,112 19,878

34,493 34,493

計 749 79,605 25,176 29,568 14,224 148,573 17,195 165,768

補
正
前

長　等 3 25,176 9,690

補
正
後

長　等 3

9,224 44,090 2,920 47,010

議　員 14 50,112 19,878 69,990 14,275 84,265

その他 732 29,493 5,000 34,493 34,493

計 749 79,605 25,176 29,568 14,224 148,573 17,195 165,768

比
較

長　等

議　員

その他

２　　一   般   職

（１）総　括 （単位  千円）

区　　分
職員数

　（人）

給　　　　　与　　　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

計

補　正　後 513 346,847 836,585 721,270 1,904,702 308,468 2,213,170

補　正　前 511 345,090 836,585 721,170 1,902,845 308,153 2,210,998

比　　　較 2 1,757 100 1,857 315 2,172

（単位  千円）

職員手当の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当

補 正 前 17,652 53,368 233,503 189,206 27,900

補 正 後 17,652 53,368 233,503 189,206 27,900

補 正 後 22,020 13,057 36 164,528

区　　分 時間外勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当 その他の手当

比    較

比    較 100

補 正 前 21,920 13,057 36 164,528
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

240,787 1,617,172

（単位  千円）

区　　分
職員数

　（人）

給　　　　　与　　　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

補　正　後 237 777,869 598,516 1,376,385

補　正　前 237 777,869 598,416 1,376,285 240,787 1,617,072

比　　　較 100 100 100

（単位  千円）

職員手当の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当

補 正 前 17,652 49,841 175,419 140,603 27,900

補 正 後 17,652 49,841 175,419 140,603 27,900

補 正 後 20,700 11,819 36 154,546

区　　分 時間外勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当 その他の手当

比    較

比    較 100

補 正 前 20,600 11,819 36 154,546

　イ　会計年度任用職員 （単位  千円）

区　　分
職員数

　（人）

給　　　　　与　　　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

補　正　後 276 346,847 58,716 122,754 528,317 67,681 595,998

補　正　前 274 345,090 58,716 122,754 526,560 67,366 593,926

比　　　較 2 1,757 1,757 315 2,072

（単位  千円）

職員手当の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当

補 正 後 3,527 58,084 48,603

補 正 前 3,527 58,084 48,603

区　　分 時間外勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当 その他の手当

比    較

補 正 前 1,320 1,238 9,982

補 正 後 1,320 1,238 9,982

比    較
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

（単位  千円）

区　　分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説          明 備       考

報　　酬 1,757

制度改正に
伴う増減分

その他の
増減分

1,757

低所得者支援給付金事業対応によ
る増
　　会計年度任用職員
　　　　　　　　　 　1,757千円

給　　料

制度改正に
伴う増減分

その他の
増減分

その他の
増減分

100

低所得者支援給付金事業対応によ
る増
　　会計年度任用職員以外の職員
　　　　　　　　　　   100千円

（３）給料及び職員手当の状況

職員手当 100

制度改正に
伴う増減分

ア　職員一人当たり給与

　　　　　　　区　　　　　　　　　　　　　分　　　　　　　　
一般事務
・技術職

技能労務職 特定任期付職員

令和６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 299,491 224,200 －

平　均　年　齢　　（歳）

平 均 給 与 月 額 （円） 349,475 240,752 －

平　均　年　齢　　（歳） 41 61 －

高　　　校　　　卒 166,600 166,600

短　　　学　　　卒 179,100 179,100

40 60 －

イ　初任給
（円）

区　　　　　　　　分 一　般　事　務　・　技　術　職
国　　　の　　　制　　　度

一　　　　　般　　　　　職

令和５年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 293,633 223,200 －

平 均 給 与 月 額 （円） 342,751 239,692 －

大　　　学　　　卒 196,200 196,200
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（一般事務・技術職　　級別の標準的な職務内容　定年前再任用短時間勤務職員以外の職員）

１級 合計

ウ　級別職員数

区             分
一     般　　事　　務　　・　　技　　術　　職

級 ７級 ６級 ５級

令和６年１月１日現在
職員数（人） 6 28 21 43

４級 ３級 ２級

59 46 31 234

構成比（％） 2.6 12.0 9.0 18.4

40 57 55 34 247

25.1 19.7 13.2 100

合計

22.3 13.8 100

区             分
技　　　　　能　　　　　労　　　　　務　　　　　職

級 ４級 ３級 ２級

構成比（％） 2.4 11.7 10.5 16.2 23.1

令和５年１月１日現在
職員数（人） 6 29 26

令和６年１月１日現在
職員数（人） 2

１級

2

構成比（％） 100

2

100

合計

100

区             分
特　　　定　　　任　　　期　　　付　　　職　　　員

級 ５号 ４号 ３号

構成比（％） 100
令和５年１月１日現在

職員数（人） 2

令和６年１月１日現在
職員数（人）

２号 １号

構成比（％）

７　　　　　級 理事及び部長の職務

６　　　　　級 部次長、課長、館長、所長、認定こども園長及び主幹の職務

５　　　　　級
課長補佐、室長、参事、副館長、認定こども園副園長、幼稚園長、保育園長、
上席主任教諭及び上席主任保育士の職務

区　　　　　分 一　　　般　　　事　　　務　　　・　　　技　　　術　　　職

構成比（％）
令和５年１月１日現在

職員数（人）

１　　　　　級 主事補若しくは技師補又は定型的な業務を行う職務

４　　　　　級
参与、係長、調整員、主幹保育教諭、幼稚園副園長、保育園副園長、主任教諭
及び主任保育士の職務

３　　　　　級 主任若しくは主任技師又は相当困難な業務を行う職務

２　　　　　級 主事若しくは技師又は高度の知識若しくは経験を必要とする業務を行う職務
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（一般事務・技術職　　級別の標準的な職務内容　定年前再任用短時間勤務職員）

（技能労務職　　級別の標準的な職務内容　定年前再任用短時間勤務職員以外の職員）

（技能労務職　　級別の標準的な職務内容　定年前再任用短時間勤務職員）

（特定任期付職員　　号別の標準的な職務内容）

区　　　　　分 一　　　般　　　事　　　務　　　・　　　技　　　術　　　職

７　　　　　級 理事及び部長に相当する職務

３　　　　　級 相当困難な業務を行う職務

２　　　　　級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

１　　　　　級 定型的な業務を行う職務

６　　　　　級 部次長、課長、館長、所長、認定こども園長及び主幹に相当する職務

５　　　　　級
課長補佐、室長、参事、副館長、認定こども園副園長、幼稚園長、保育園長、
上席主任教諭及び上席主任保育士に相当する職務

４　　　　　級
参与、係長、調整員、主幹保育教諭、幼稚園副園長、保育園副園長、主任教諭
及び主任保育士の職務

２　　　　　級 知識経験を必要とする業務を行う業務員の職務

１　　　　　級 単純な業務を行う業務員の職務

区　　　　　分 技　　　能　　　労　　　務　　　職

区　　　　　分 技　　　能　　　労　　　務　　　職

４　　　　　級 相当困難な業務を行う業務員の職務

３　　　　　級 困難な業務を行う業務員の職務

１　　　　　級 単純な業務を行う業務員の職務

区　　　　　分 特　　　定　　　任　　　期　　　付　　　職　　　員

５　　　　　号
特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な
業務で重要なものに従事する場合

４　　　　　級 相当困難な業務を行う業務員の職務

３　　　　　級 困難な業務を行う業務員の職務

２　　　　　級 知識経験を必要とする業務を行う業務員の職務

１　　　　　号
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して業務に従事する
場合

４　　　　　号
特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な
業務に従事する場合

３　　　　　号
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な業務
に従事する場合

２　　　　　号
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して困難な業務に従
事する場合
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エ　昇給

カ　定年退職に係る退職手当

キ　地域手当

区     　　　　　　　分 合　　　　計
代 表 的 な 職 種

一般職 技能労務職

補
　
　
　
　
正
　
　
　
　
後

職　　員　　数　（Ａ）　（人） 237 235 2

昇給に係る職員数（Ｂ）　（人） 170 170

３号給（人）

比　率　（Ｂ）／（Ａ）　（％） 71.7 72.3

号給数別内訳

１号給（人）

２号給（人）

５号給以上（人）

27 27

４号給（人） 143 143

補
　
　
　
　
正
　
　
　
　
前

職　　員　　数　（Ａ）　（人） 237 235 2

昇給に係る職員数（Ｂ）　（人） 170 170

３号給（人）

比　率　（Ｂ）／（Ａ）　（％） 71.7 72.3

号給数別内訳

１号給（人）

２号給（人）

５号給以上（人）

27 27

４号給（人） 143 143

補 正 後 2.250 2.250 4.50 有

オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
（月　分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　考
６月(月分) １２月(月分)

国の制度 2.250 2.250 4.50 有

補 正 前 2.250 2.250 4.50 有

支 給 率 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900

区　　分
20年勤続の
者（月分）

25年勤続の
者（月分）

35年勤続の
者（月分）

最高限度
（月分）

備考
その他の加
算措置等

支 給 率 （ ％ ） 6 20

支 給 対 象 職 員 数 （人） 236 1

区　　　　　　　　　　　　分 全職員

支 給 対 象 地 域 町内全域 東京都の特別区の区域

国の制度
（支給率）

24.586875 33.27075 47.70900 47.70900

国の指定基準に基づく支給率
（ ％ ）

6 20

－ 49 －



ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

給料総額に対する比率（％） 0.002 0.002 －

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
( 令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 )

1.266 1.266 －

区　　　　分 全　　職　　種
代　表　的　な　職　種

一般職 技能労務職

住　　　居　　　手　　　当 同

通　　　勤　　　手　　　当 同

代表的な特殊勤務手当の名称
防疫作業従事手当
行旅病人又は行旅死亡人収容護送作業従事手当
犬、猫等死体処理従事手当

区　　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 　異 　の 　内 　容

扶　　　養　　　手　　　当 同
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報  告  第  ６  号  

 

　 　 　 令 和 ７ 年 度 広 陵 町 土 地 開 発 公 社 事 業 計 画 及 び 予 算  

　 　 　 の 報 告 に つ い て  

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 ２ ４ ３ 条 の ３ 第

２ 項 の 規 定 に よ り 、 令 和 ７ 年 度 広 陵 町 土 地 開 発 公 社 の 事 業 計

画 及 び 予 算 を 別 紙 の と お り 報 告 す る 。  

 

 

　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 報 告  

 

 

　 　 　 　 　 　 　 　     　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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 議  案  第  １ ０  号

 

 　 　 　 広 陵 町 公 共 施 設 等 整 備 基 金 条 例 の 制 定 に つ い て

 

 　 広 陵 町 公 共 施 設 等 整 備 基 金 条 例 を 別 紙 の と お り 制 定 す る 。

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由

－ 53 －



－ 54 －



　　　広陵町公共施設等整備基金条例 

 

　（設置） 

第１条　公共施設等（公共施設、公用施設その他の町が所有する建

　築物及び工作物をいう。）の整備に要する経費の財源に充てるた

　め、広陵町公共施設等整備基金（以下「基金」という。）を設置

　する。 

　（積立て） 

第２条　基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算(以下 

　「予算」という。)で定めるところによる。 

　（管理） 

第３条　基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実か

　つ有利な方法により保管しなければならない。 

２　基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証

　券に代えることができる。 

　（運用益金の処理） 

第４条　基金の運用から生じる収益は、予算に計上して、基金の設

　置目的を達成するために必要な経費の財源に充てるほか、基金に

　編入するものとする。 

　（繰替運用） 

第５条　町長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻し

　の方法、期間及び利率を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰

　り替えて運用することができる。 

　（処分） 

第６条　基金は、その設置目的を達成するために必要な経費の財源

　に充てる場合に限り、基金の全部又は一部を処分することができ

　る。 
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　（委任） 

第７条　この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事

　項は、町長が定める。 

　　　附　則 

　この条例は、公布の日から施行する。 

　

－ 56 －



 議  案  第  １ １  号

 

 　 　 　 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を

 　 　 　 改 正 す る こ と に つ い て

 

　 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 ６ 年 １ ２ 月 広

陵 町 条 例 第 ２ ５ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。  

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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　　　職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

　職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年１２月広陵町条

例第２５号）の一部を次のように改正する。 

　第８条の３第２項中「３歳に満たない子」を「小学校就学の始期

に達するまでの子」に改め、同条第４項中「第２項中「３歳に満た

ない子のある職員が、規則の定めるところにより、当該子を養育」

とあり、」を「並びに第２項」に改める。 

　第１５条第１項中「定める者」の次に「（第１８条の２第１項に

おいて「配偶者等」という。）」を加える。 

　第１８条の次に次の２条を加える。 

　（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確

　認等） 

第１８条の２　任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必

　要とする状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、

　仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び次条

　において「介護両立支援制度等」という。）その他の事項を知ら

　せるとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は申出（次条

　において「請求等」という。）に係る当該職員の意向を確認する

　ための面談その他の措置を講じなければならない。 

２　任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属

　する年度（４月１日から翌年の３月３１日までをいう。）におい

　て、前項に規定する事項を知らせなければならない。 

　（勤務環境の整備に関する措置） 

第１８条の３　任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に

　行われるようにするため、次に掲げる措置を講じなければならな

　い。 

　(1) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

　(2) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

　(3) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措

　　置 
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　　　附　則 

　（施行期日） 

第１条　この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次

　条の規定は、公布の日から施行する。 

　（経過措置） 

第２条　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日

　を時間外勤務制限開始日とする改正後の職員の勤務時間、休暇等

　に関する条例第８条の３第２項の規定による請求（３歳から小学

　校就学の始期に達するまでの子を養育するために行うものに限る。）

　を行おうとする職員は、施行日前においても、町長が定めるとこ

　ろにより、当該請求を行うことができる。 
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 議  案  第  １ ２  号

 

　 　 　 職 員 の 旅 費 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る こ と  

 　 　 　 に つ い て

 

　 職 員 の 旅 費 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 ３ ７ 年 ８ 月 広 陵 町 条 例 第 １

４ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。  

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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　　　職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例 

 

　職員の旅費に関する条例（昭和３７年８月広陵町条例第１４号）

の一部を次のように改正する。 

　第１条中「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４条

第５項」を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０４条第

３項」に、「非常勤職員（同法第２２条の４第１項に規定する短時

間勤務の職を占める職員及び同法第２２条の２第１項第２号に掲げ

る職員を除く。）を除く」を「同条第１項に定める本町職員をいう」

に改める。 

　第２条第１項第５号を次のように改める。 

　(8) 旅行役務提供者　旅行業者（旅行業法（昭和２７年法律第２

　　３９号）第６条の４第１項に規定する旅行業者をいう。）その

　　他の町長が規則で定める者（以下この号において「旅行業者等」

　　という。）であつて、町と旅行役務提供契約（旅行業者等が町

　　に対して旅行に係る役務その他の町長が規則で定めるものを旅

　　行者に提供することを約し、かつ、町が当該旅行業者等に対し

　　て当該旅行に係る旅費に相当する金額を支払うことを約する契

　　約をいう。次条第７項において同じ。）を締結したものをいう。 

　第２条第１項中第４号を第７号とし、同項第３号中「扶養親族」

を「家族」に、「主として職員の収入によつて生計を維持している」

を「職員と生計を一にする」に改め、同号を同項第５号とし、同号

の次に次の１号を加える。 

　(6) 帰住　職員が死亡した場合において、その遺族が生活の根拠

　　となる地に旅行することをいう。 

　第２条第１項中第２号を第４号とし、同項第１号中「事務所」の

次に「（任命権者又はその委任を受けた者（以下「旅行命令権者」
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という。）が認める場合には、その住所、居所その他旅行命令権者

が認める場所）」を加え、同号を同項第３号とし、同号の前に次の

２号を加える。 

　(1) 特別職で常勤の職員　町長、副町長及び教育長をいう。 

　(2) 一般職の職員　地方自治法第２０４条第１項に定める本町職

　　員のうち前号に掲げる職員を除く職員をいう。 

　第２条第２項及び第３項を削る。 

　第３条第１項中「出張し」の次に「、又は赴任し」を加え、同条

第２項第１号及び第２号中「出張中」の次に「又は赴任中」を加え、

同項に次の１号を加える。 

　(3) 職員が死亡した場合において、当該職員の遺族がその死亡の

　　日の翌日から３月以内にその居住地を出発して帰住したときは、

　　当該遺族 

　第３条第３項中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第２

６１号）」を加え、同条第４項中「依頼」の次に「又は要求」を加

え、同条第５項中「その出発前に」を削り、「を変更（取消を含む。

以下同じ。）され」を「の変更（取消しを含む。以下同じ。）を受

け」に、「において」を「その他町長が規則で定める場合には、」

に改め、「があるときは、その金額」を削り、「なつた」を「なる

金額又は支出を要する」に改め、同条第６項中「交通機関等の事故」

を「天災その他町長が規則で定める事情」に改め、「おいて、その

ことが故意又は過失によるものでないと証明されたとき」を削り、

同条に次の１項を加える。 

７　第１項、第２項、第４項及び第５項に規定する場合において、

　町が旅行役務提供契約に基づき旅行役務提供者に支払うべき金額

　があるときは、これらの項に規定する者に対する旅費の支給に代

　えて、当該旅行役務提供者に対し、当該金額を旅費に相当するも
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　のとして支払うことができる。 

　第４条の見出しを「（旅行命令等）」に改め、同条第１項を次の

ように改める。 

　　次の各号に掲げる旅行は、当該各号に掲げる区分により、旅行

　命令権者の発する旅行命令又は旅行依頼（以下この条及び次条に

　おいて「旅行命令等」という。）によつて行われなければならな

　い。 

　(1) 前条第１項の規定に該当する旅行　旅行命令 

　(2) 前条第４項の規定に該当する旅行　旅行依頼 

　第４条第２項中「旅行命令を」を「、旅行命令等を」に改め、同

条第３項中「旅行命令を変更」を「旅行命令等の変更を」に改め、

「場合」の次に「で、前項の規定に該当する場合」を加え、「これ

を変更」を「その変更を」に改め、同条第４項及び第５項を削る。 

　第５条の見出し中「旅行命令」を「旅行命令等」に改め、同条第

１項中「、旅行命令」を「、旅行命令等」に、「変更された旅行命

令」を「変更を受けた旅行命令等」に、「に旅行命令」を「に旅行

命令等」に改め、同条第２項中「旅行命令」を「旅行命令等」に改

め、「後、」の次に「できるだけ」を加え、同条第３項中「旅行命

令に」を「旅行命令等に」に、「うける」を「受ける」に改める。 

　第６条を次のように改める。 

　（旅費の種目） 

第６条　旅費の種目は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、

　宿泊費、包括宿泊費、宿泊手当、転居費、着後滞在費及び家族移

　転費とする。 

　第７条中「旅費は、」の次に「旅行に要する実費を弁償するため

のものとして前条で定める種目及び第１１条から第１６条の４まで

に規定する内容に基づき、」を加え、「の旅費により」を「によつ
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て」に、「よつて旅行」を「より旅行」に改める。 

　第８条及び第９条を次のように改める。 

第８条及び第９条　削除 

　第１０条第１項中「者及び概算払による旅費の支給を受けた者」

を「旅行者及び概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者」に改め、

「もの」の次に「並びに旅費に相当する金額の支払を受けようとす

る旅行役務提供者」を加え、「に必要な事項を記入し、又は必要に

応じて所定の書類」を「（当該請求書に記載すべき事項を記録した

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認

識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをいう。第４項において同じ。）

を含む。以下この条において同じ。）に必要な資料」に改め、同条

第２項中「概算払による」を「概算払に係る」に、「者」を「旅行

者」に改め、同条第４項中「添付の書類」を「資料の種類」に、「及

び様式」を「又は記録事項」に、「前項」を「第３項」に改め、同

項を同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４　第１項の請求書又は資料が電磁的記録で作成されているときは、

　電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信

　の技術を利用する方法であつて町長が定めるものをいう。）をも

　つて提出することができる。 

　第１１条から第１５条までを次のように改める。 

　（鉄道賃） 

第１１条　鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）

　第２条第１項に規定する鉄道事業の用に供する鉄道及び軌道法（大

　正１０年法律第７６号）第１条第１項に規定する軌道その他町長

　が定めるものをいう。次項及び第１４条において同じ。）を利用

　する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号
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　から第６号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別

　に支払うものであつて、公務のため特に必要とするものに限る。）

　の額の合計額とする。 

　(1) 運賃 

　(2) 急行料金 

　(3) 寝台料金 

　(4) 座席指定料金 

　(5) 特別車両料金（特別職で常勤の職員に限る。） 

　(6) 前各号に掲げる費用に付随する費用 

２　前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分され

　た鉄道により移動するときは最下級（特別職で常勤の職員が移動

　する場合には、最上級）の運賃の額とする。 

　（船賃） 

第１２条　船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）

　第２条第２項に規定する船舶運航事業の用に供する船舶その他町

　長が定めるものをいう。次項及び第１４条において同じ。）を利

　用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２

　号から第５号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて

　別に支払うものであつて、公務のため特に必要とするものに限 

　る。）の額の合計額とする。 

　(1) 運賃 

　(2) 寝台料金 

　(3) 座席指定料金 

　(4) 特別船室料金（特別職で常勤の職員に限る。） 

　(5) 前各号に掲げる費用に付随する費用 

２　前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分され

　た船舶により移動するときは最下級（特別職で常勤の職員が移動
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　する場合には、最上級）の運賃の額とする。 

　（航空賃） 

第１３条　航空賃は、航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）

　第２条第１８項に規定する航空運送事業の用に供する航空機その

　他町長が定めるものをいう。次項及び次条において同じ。）を利

　用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２

　号及び第３号に掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に

　支払うものであつて、公務のため特に必要とするものに限る。）

　の額の合計額とする。 

　(1) 運賃 

　(2) 座席指定料金 

　(3) 前２号に掲げる費用に付随する費用 

２　前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分され

　た航空機により移動する場合には、最下級の運賃の額とする。 

　（その他の交通費） 

第１４条　その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外を利用す

　る移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号か

　ら第４号までに掲げる費用は、公務のため特に必要とするものに

　限る。）の額の合計額とする。 

　(1) 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに

　　掲げる一般乗合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行

　　する自動車により乗合旅客の運送を行うものに限る。）の用に

　　供する自動車を利用する移動に要する運賃 

　(2) 道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運送

　　事業の用に供する自動車その他の旅客を運送する交通手段（前

　　号に規定する自動車を除く。）を利用する移動に要する運賃 

　(3) 前２号に掲げる運賃以外の費用であつて、道路運送法第８０
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　　条第１項の許可を受けて業として有償で貸し出す自家用自動車

　　の賃料その他の移動に直接要する費用 

　(4) 前３号に掲げる費用に付随する費用 

　(5) 公務上やむを得ず第１号から第３号までに掲げる自動車以外

　　の自動車を利用して移動した場合において、その最も経済的な

　　通常の経路で移動した場合における路程１キロメートル（１キ

　　ロメートル未満の端数を生じたときは、これを切り捨てたもの）

　　につき２０円 

　（宿泊費） 

第１５条　宿泊費は、旅行中の宿泊に要する費用とし、その額は、

　地域の実情及び旅行者の区分を勘案して別表で定める額（次条及

　び同表において「宿泊費基準額」という。）とする。ただし、当

　該宿泊に係る特別な事情がある場合として町長が規則で定める場

　合は、当該宿泊に要する費用の額とする。 

　第１５条の次に次の１条を加える。 

　（包括宿泊費） 

第１５条の２　包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価と

　して支払われる費用とし、その額は、当該移動に係る第１１条か

　ら第１４条までの規定による交通費の額及び当該宿泊に係る宿泊

　費基準額の合計額とする。 

　第１６条から第１８条までを次のように改める。 

　（宿泊手当） 

第１６条　宿泊手当は、宿泊を伴う旅行に必要な諸雑費に充てるた

　めの費用とし、その額は、１夜当たり２，４００円とする。 

２　宿泊手当の額は、前２条の規定により支給される宿泊費又は包

　括宿泊費について次の各号に掲げる場合に該当するときは、前項

　の規定にかかわらず、当該各号に掲げる額とする。 
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　(1) 朝食又は夕食に係る費用のいずれかに相当するものが含まれ

　　る場合　１，６００円 

　(2) 朝食及び夕食に係る費用に相当するものが含まれる場合　８

　　００円 

３　移動中に宿泊する場合の宿泊手当の額は、前２項の規定にかか

　わらず、２，４００円とする。ただし、この条例又はこの条例に

　基づく規則の規定により支給される鉄道賃、船賃、航空賃又はそ

　の他の交通費（包括宿泊費及び家族移転費のうちこれらに相当す

　るものを含む。）に食費に相当するものが含まれる場合には、８

　００円とする。 

４　旅行者が、旅行中自宅（住所又は居所若しくはこれに相当する

　場所をいう。）に宿泊する場合には、前３項の規定にかかわらず、

　宿泊手当は支給しない。 

　（転居費） 

第１６条の２　転居費は、赴任に伴う転居に要する費用（第１６条

　の４第１項第１号又は第２号に規定する場合の家族の転居に要す

　る費用を含む。）とし、その額は、転居の実態を勘案して町長が

　規則で定める方法により算定される額とする。 

　（着後滞在費） 

第１６条の３　着後滞在費は、赴任に伴う転居に必要な滞在に係る

　費用とし、その額は、５夜分を限度として、現に宿泊した夜数に

　係る宿泊費及び宿泊手当の合計額に相当する額とする。 

　（家族移転費） 

第１６条の４　家族移転費は、赴任に伴う家族の移転に要する費用

　とし、その額は次に掲げる額とする。 

　(1) 赴任の際家族（赴任を命ぜられた日において同居している者

　　に限る。以下この号及び次号において同じ。）を職員の新居住
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　　地に移転する場合には、家族１人ごとに、職員がその移転をす

　　るものとして算定した交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊手当

　　及び着後滞在費の合計額に相当する額 

　(2) 前号に規定する場合に該当せず、かつ、赴任を命ぜられた日

　　の翌日から１年以内に家族を職員の居住地（赴任後家族を移転

　　するまでの間に更に赴任があつた場合には、当該赴任後におけ

　　る職員の新居住地）に移転する場合には、前号の規定に準じて

　　算定した額 

２　旅行命令権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事

　情がある場合には、前項第２号に規定する期間を延長することが

　できる。 

第１７条　削除 

　（退職者等の旅費） 

第１８条　第３条第２項第１号の規定により支給する旅費は、退職

　等の日の翌日から３月以内における当該退職等に伴う旅行につい

　て、次に掲げる旅費とする。 

　(1) 職員が出張のための旅行中に退職等となつた場合には、出張

　　の例に準じ、退職等の日にいた地から旧在勤地に旅行するもの

　　として計算した旅費 

　(2) 職員が赴任のための旅行中に退職等となつた場合には、赴任

　　の例に準じ、退職等の日にいた地から新在勤地に旅行するもの

　　として計算した旅費 

２　前項の場合において、退職等となつた職員が家族を移転すると

　きは、同項に規定する旅費に、転居費のうち家族の転居に要する

　費用及び家族移転費に相当するものを加えるものとする。 

３　町長は、天災その他やむを得ない事情がある場合には、第１項

　に規定する期間を延長することができる。 

　

－ 71 －



　第１８条の次に次の３条を加える。 

　（遺族等の旅費） 

第１８条の２　第３条第２項第２号の規定により支給する旅費は、

　次に掲げる旅費とする。 

　(1) 職員が出張のための旅行中に死亡した場合には、出張の例に

　　準じ、職員が遺族の居住地と死亡地との間を往復するものとし

　　て計算した旅費 

　(2) 職員が赴任のための旅行中に死亡した場合には、前号に掲げ

　　る旅費のほか、赴任の例に準じ、職員が死亡地から新居住地に

　　旅行するものとして計算した旅費 

２　第３条第２項第３号の規定により旅費を支給する場合には、出

　張の例に準じ、職員が遺族の居住地から帰住地に旅行するものと

　して計算した旅費（宿泊費及び包括宿泊費を除く。） 

３　遺族が前２項に規定する旅費の支給を受ける順位は、第２条第

　５号に掲げる順序により、同順位者がある場合には、年長者を先

　にする。 

　（証人等の旅費） 

第１８条の３　第３条第４項の規定により支給する旅費は、他の法

　令に特別の定めがある場合を除くほか、旅行者の区分に相当する

　者として出張の例に準じて計算した旅費とする。 

　（旅費の支給額の上限） 

第１８条の４　鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移

　転費のうちこれらに相当する部分を含む。）に係る旅費の支給額

　は、第１１条第１項各号、第１２条第１項各号、第１３条第１項

　各号及び第１４条各号に掲げる各費用について、当該各条及び第

　７条の規定により計算した額と現に支払つた額を比較し、当該各

　費用ごとのいずれか少ない額を合計した額とする。 
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２　宿泊費、包括宿泊費、転居費、着後滞在費（宿泊手当に相当す

　る部分を除く。）及び家族移転費（宿泊手当に相当する部分を除

　く。）に係る旅費の支給額は、当該各種目について第７条、第１

　５条、第１５条の２、第１６条、第１６条の２、第１６条の３及

　び第１６条の４第１項の規定により計算した額と現に支払つた額

　を比較し、当該各種目ごとのいずれか少ない額を合計した額とす

　る。 

　第１９条第１項を次のように改める。 

　　任命権者は、旅行者が町以外の者から旅費の支給を受ける場合

　その他旅行における特別の事情により又は旅行の性質上この条例

　の規定による旅費を支給した場合には不当に旅行の実費を超えた

　旅費又は通常必要としない旅費を支給することとなる場合におい

　ては、その実費を超えることとなる部分の旅費又はその必要とし

　ない部分の旅費を支給しないことができる。 

　第１９条中第２項を削り、第３項を第２項とする。 

　第２０条に次の２項を加える。 

２　町内における旅行について、公共の交通機関を利用する必要が

　ある場合は、これに要するその他の交通費に係る旅費を支給する。 

３　外国旅行の場合における旅費については、国家公務員の例によ

　り、町長がその都度定める。 

　第２０条の２中「職員が上位の級」を「一般職の職員が特別職で

常勤」に、「鉄道賃、船賃及び宿泊料」を「宿泊費」に、「上位の

級によつて」を「特別職で常勤の職員について」に改める。 

　第２０条の２の次に次の１条を加える。 

　（旅費の返納） 

第２０条の３　任命権者は、旅行者又は旅行役務提供者がこの条例

　又はこの条例に基づく規則の規定に違反して旅費の支給又は旅費
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　に相当する金額の支払を受けた場合には、当該旅費又は当該金額

　を返納させなければならない。 

２　旅行者がこの条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反して

　旅費の支給を受けた場合には、任命権者は、前項に規定する返納

　に代えて、当該任命権者がその後においてその者に対し支出し、

　又は支払う給与又は旅費の額から、当該旅費に相当する金額を差

　し引くことができる。 

３　前項に規定する給与の種類は、町長が規則で定める。 

　第２１条を次のように改める。 

　（規則への委任） 

第２１条　この条例に定めるもののほか、この条例の規定による旅

　費の支給の手続その他この条例の実施に関し必要な事項は、町長

　が規則で定める。 

　別表第１を次のように改める。 

別表（第１５条関係） 

 宿泊費基準額（１夜につき）
区　分 

特別職で常勤の職員 一般職の職員

北海道 １８，０００円 １３，０００円

青森県 １５，０００円 １１，０００円

岩手県 １３，０００円 ９，０００円

宮城県 １４，０００円 １０，０００円

秋田県 １５，０００円 １１，０００円

山形県 １４，０００円 １０，０００円

福島県 １１，０００円 ８，０００円

茨城県 １５，０００円 １１，０００円

栃木県 １４，０００円 １０，０００円

群馬県 １４，０００円 １０，０００円

　

－ 74 －



埼玉県 ２７，０００円 １９，０００円

千葉県 ２４，０００円 １７，０００円

東京都 ２７，０００円 １９，０００円

神奈川県 ２２，０００円 １６，０００円

新潟県 ２２，０００円 １６，０００円

富山県 １５，０００円 １１，０００円

石川県 １３，０００円 ９，０００円

福井県 １４，０００円 １０，０００円

山梨県 １７，０００円 １２，０００円

長野県 １５，０００円 １１，０００円

岐阜県 １８，０００円 １３，０００円

静岡県 １３，０００円 ９，０００円

愛知県 １５，０００円 １１，０００円

三重県 １３，０００円 ９，０００円

滋賀県 １５，０００円 １１，０００円

京都府 ２７，０００円 １９，０００円

大阪府 １８，０００円 １３，０００円

兵庫県 １７，０００円 １２，０００円

奈良県 １５，０００円 １１，０００円

和歌山県 １５，０００円 １１，０００円

鳥取県 １１，０００円 ８，０００円

島根県 １３，０００円 ９，０００円

岡山県 １４，０００円 １０，０００円

広島県 １８，０００円 １３，０００円

山口県 １１，０００円 ８，０００円

徳島県 １４，０００円 １０，０００円

香川県 ２１，０００円 １５，０００円
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愛媛県 １４，０００円 １０，０００円

高知県 １５，０００円 １１，０００円

福岡県 ２５，０００円 １８，０００円

佐賀県 １５，０００円 １１，０００円

長崎県 １５，０００円 １１，０００円

熊本県 ２０，０００円 １４，０００円

大分県 １５，０００円 １１，０００円

宮崎県 １７，０００円 １２，０００円

鹿児島県 １７，０００円 １２，０００円

沖縄県 １５，０００円 １１，０００円

　別表第２を削る。 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　改正後の職員の旅費に関する条例（以下この項から第５項まで

　において「新条例」という。）の規定は、この条例の施行の日（以

　下この項及び次項において「施行日」という。）以後に新条例第

　２条第３号に規定する旅行命令権者が新条例第４条第１項に規定

　する旅行命令等を発する旅行について適用し、施行日前に改正前

　の職員の旅費に関する条例（以下この項及び第４項において「旧

　条例」という。）第４条第１項に規定する旅行命令権者が同項に

　規定する旅行命令を発した旅行については、なお従前の例による。

　ただし、施行日前に旧条例第４条第１項に規定する旅行命令権者

　が同項に規定する旅行命令を発し、かつ、施行日以後に新条例第

　２条第３号に規定する旅行命令権者が新条例第４条第３項の規定
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　により当該旅行命令等を変更する旅行については、新条例の規定

　は、当該旅行のうち当該変更の日以後の期間に対応する分につい

　て適用し、当該旅行のうち当該変更の日前の期間に対応する分に

　ついては、なお従前の例による。 

３　新条例第３条第２項の規定は、施行日以後に退職、免職、失職

　若しくは休職（以下この項において「退職等」という。）となつ

　た場合又は死亡した場合について適用し、施行日前に退職等とな

　つた場合又は死亡した場合については、なお従前の例による。 

４　新条例第３条第５項及び第６項の規定は、これらの項に規定す

　る者が同条第１項、第２項及び第４項の規定により旅費の支給を

　受けることができる場合について適用し、旧条例第３条第１項、

　第２項及び第４項の規定により旅費の支給を受けることができる

　場合については、なお従前の例による。 

５　新条例第２０条の３の規定は、新条例又はこれに基づく規則の

　規定に違反して旅費の支給を受けた場合について適用する。 

　（広陵町議会議員の議員報酬等に関する条例の一部改正） 

６　広陵町議会議員の議員報酬等に関する条例（平成２０年９月広

　陵町条例第５号）の一部を次のように改正する。 

　　第４条第２項中「次の各号に掲げるものの他は」を削り、「。

　以下「旅費条例」という。）」を「）の規定による特別職で常勤

　の職員」に改め、同項各号を削り、同条第３項を削る。 

　（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

　の一部改正） 

７　特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

　（昭和３１年１０月広陵町条例第３０号）の一部を次のように改

　正する。 

　　第６条第２項中「広陵町の一般職の４級以上」を「職員の旅費
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　に関する条例（昭和３７年８月広陵町条例第１４号）の規定によ

　る一般職」に改め、同条第３項を削る。 

　（証人等の実費弁償に関する条例の一部改正） 

８　証人等の実費弁償に関する条例（昭和３７年８月広陵町条例第

　１８号）の一部を次のように改正する。 

　　第３条中「別表のとおりとする」を「職員の旅費に関する条例

　（昭和３７年８月広陵町条例第１４号）の規定による一般職の職

　員の例による」に改める。 

　　別表を削る。 

　（特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部

　改正） 

９　特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（昭和

　３１年１０月広陵町条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

　　題名及び第１条中「及び旅費」を削る。 

　　第９条を削る。 

　（教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部

　改正） 

１０　教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例（昭

　和３６年１０月広陵町条例第２１号）の一部を次のように改正す

　る。 

　　第４条を削り、第５条を第４条とする。 

　（広陵町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一

　部改正） 

１１　広陵町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令

　和元年９月広陵町条例第６号）の一部を次のように改正する。 

　　第２７条第２項中「受ける」の次に「一般職の」を加え、同項

　後段を削る。 
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　（固定資産評価審査委員会条例の一部改正） 

１２　固定資産評価審査委員会条例（昭和３１年３月広陵町条例第

　３号）の一部を次のように改正する。 

　　第１４条中「旅費支給」を「一般職の職員」に改める。 

　（広陵町上下水道事業の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び

　費用弁償に関する条例の一部改正） 

１３　広陵町上下水道事業の特別職の職員で非常勤のものの報酬及

　び費用弁償に関する条例（平成２９年３月広陵町条例第２４号）

　の一部を次のように改正する。 

　　第５条第２項中「広陵町の一般職の４級以上」を「職員の旅費

　に関する条例（昭和３７年８月広陵町条例第１４号）の規定によ

　る一般職」に改め、同条第３項を削る。 
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 議  案  第  １ ３  号

 

　 　 　 広陵 町国民健康 保険税条例 の一部を改 正すること  

 　 　 　 に つ い て

 

　 広 陵 町 国 民 健 康 保 険 税 条 例 （ 昭 和 ４ ０ 年 ３ 月 広 陵 町 条 例 第

５ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。  

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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　　　広陵町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

　広陵町国民健康保険税条例（昭和４０年３月広陵町条例第５号）

の一部を次のように改正する。  

　第２条第３項ただし書及び第２２条第１項中「２２０，０００円」

を「２４０，０００円」に改める。 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

　（適用区分） 

２　この条例による改正後の広陵町国民健康保険税条例の規定は、

　令和７年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和

　６年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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 議  案  第  １ ４  号

 

　 　 　 広 陵 町 廃 棄 物 の 処 理 及 び 再 利 用 に 関 す る 条 例 の  

 　 　 　 一 部 を 改 正 す る こ と に つ い て

 

　 広 陵 町 廃 棄 物 の 処 理 及 び 再 利 用 に 関 す る 条 例 （ 平 成 ４ 年 １

２ 月 広 陵 町 条 例 第 １ ５ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。  

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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　　　広陵町廃棄物の処理及び再利用に関する条例の一部を改正す

　　　る条例 

 

　広陵町廃棄物の処理及び再利用に関する条例（平成４年１２月広

陵町条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

　 別表備考欄中「及び有害ごみ」を「、有害ごみ及び小型家電ごみ 」

に改める。 

　　　附　則 

　この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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 議  案  第  １ ５  号

 

　 　 　 広陵 町消防団員 等公務災害 補償条例の 一部を改正  

 　 　 　 す る こ と に つ い て

 

　 広 陵 町 消 防 団 員 等 公 務 災 害 補 償 条 例 （ 昭 和 ４ １ 年 ８ 月 広 陵

町 条 例 第 １ ６ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。  

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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　　　広陵町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 

　広陵町消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年８月広陵町条例

第１６号）の一部を次のように改正する。 

　第５条第２項第２号中「９，１００円」を「９，７００円」に改

め、同号ただし書中「１４，２００円」を「１４，５００円」に改

め、同条第３項中「又は第３号から第６号までのいずれか」を削り、

「２１７円」を「１００円」に、「３３３円」を「３８３円を、第

３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族については１人

につき２１７円」に改め、同条第４項中「（以下この項において「特

定期間」という。）」を削り、「特定期間」を「当該期間」に改め

る。 

　別表団長及び副団長の項中「１２，５００円」を「１２，９００

円」に、「１３，３５０円」を「１３，７００円」に、「１４，２

００円」を「１４，５００円」に改め、同表分団長及び副分団長の

項中「１０，８００円」を「１１，３００円」に、「１１，６５０

円」を「１２，１００円」に、「１２，５００円」を「１２，９０

０円」に改め、同表班長及び団員の項中「９，１００円」を「９，

７００円」に、「９，９５０円」を「１０，５００円」に、「１０

，８００円」を「１１，３００円」に改める。 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例による改正後の広陵町消防団員等公務災害補償条例第

　５条第２項第２号及び第３項並びに別表の規定は、この条例の施

　行の日（以下「施行日」という。）以後に支給すべき事由の生じ
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　た広陵町消防団員等公務災害補償条例第５条第１項に規定する損

　害補償（以下「損害補償」という。）並びに施行日前に支給すべ

　き事由の生じた施行日以後の期間に係る同条例第４条第３号に規

　定する傷病補償年金、同条第４号アに規定する障害補償年金及び

　同条第６号アに規定する遺族補償年金（以下「傷病補償年金等」

　という。）について適用し、施行日前に支給すべき事由の生じた

　損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び施行日前に支給すべき

　事由の生じた施行日前の期間に係る傷病補償年金等については、

　なお従前の例による。 
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 議  案  第  １ ６  号

 

　 　 　 広 陵 町 非 常 勤 消 防 団 員 に 係 る 退 職 報 償 金 の 支 給  

　 　 　 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る こ と に つ い て  

 

　 広 陵 町 非 常 勤 消 防 団 員 に 係 る 退 職 報 償 金 の 支 給 に 関 す る 条

例 （ 昭 和 ３ ９ 年 ６ 月 広 陵 町 条 例 第 ２ ５ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と

 お り 改 正 す る 。

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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　　　広陵町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例

　　　の一部を改正する条例 

 

　広陵町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭

 和３９年６月広陵町条例第２５号）の一部を次のように改正する。

           「     「
   

   　　　　     
    ３０年以上 ３０年以上 ３５年以上

   ３５年未満
   
            円         円         円

 １,３９３,５００  １,３９３,５００ １,５４３,５００  
   

              円         円         円
 １,２８８,５００  １,２８８,５００ １,４３８,５００  

   
　別表中         円 　を         円         円 　に 
 １,１９８,５００  １,１９８,５００ １,３４８,５００  

   
            円         円         円

１,１３８,５００  １,１３８,５００ １,２８８,５００  
  

            円         円         円
１,０２６,０００  １,０２６,０００ １,１７６,０００  

  
            円         円         円

 ９５８,５００   ９５８,５００ １,１０８,５００  
」 」

 改める。

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例による改正後の別表の規定は、令和７年４月１日以後

　に退職した非常勤消防団員について適用し、同日前に退職した非

　常勤消防団員については、なお従前の例による。 
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 議  案  第  １ ７  号

 

　 　 　 広陵 町水道事業 及び下水道 事業の設置 等に関する  

　 　 　 条 例 の 一 部 を 改 正 す る こ と に つ い て  

 

　 広 陵 町 水 道 事 業 及 び 下 水 道 事 業 の 設 置 等 に 関 す る 条 例 （ 昭

和 ４ ３ 年 ３ 月 広 陵 町 条 例 第 １ ６ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り 改

 正 す る 。

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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　　　広陵町水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部

　　　を改正する条例 

 

　広陵町水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４３

年３月広陵町条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

　題名を次のように改める。 

　　　広陵町下水道事業の設置等に関する条例 

　第１条第１項を削り、同条第２項を同条とする。 

　第２条第１項中「水道事業及び」及び「（以下「上下水道事業」

という。）」を削り、同条中第２項を削り、第３項を第２項とする。 

　第３条第１項中「上下水道事業」を「下水道事業」に改め、同条

第２項中「水道事業及び」を削る。 

　第４条から第６条まで並びに第７条第１項及び第２項第３号中「上

下水道事業」を「下水道事業」に改める。 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

　（広陵町水道事業給水条例及び広陵町水道事業布設工事監督者の

　配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する

　条例の廃止） 

２　次に掲げる条例は、廃止する。 

　(1) 広陵町水道事業給水条例（昭和４８年３月広陵町条例第１２

　　号） 

　(2) 広陵町水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並び

　　に水道技術管理者の資格基準に関する条例（平成２４年１２月

　　広陵町条例第１５号） 

　（広陵町情報公開条例の一部改正） 

３　広陵町情報公開条例（平成１２年１２月広陵町条例第７号）の

　一部を次のように改正する。 
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　　第２条第２号中「、水道事業」を削る。 

　　第１０条第６号中「、水道事業管理者」を「及び管理者」に改

　める。 

　（広陵町個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正） 

４　広陵町個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年１２月

　広陵町条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

　　第３条中「水道事業及び」を削る。 

　（広陵町職員定数条例の一部改正） 

５　広陵町職員定数条例（令和６年３月広陵町条例第４０号）の一

　部を次のように改正する。 

　　第１条中「水道事業及び」を削る。 

　（職員の定年等に関する条例の一部改正） 

６　職員の定年等に関する条例（昭和５９年３月広陵町条例第１号）

　の一部を次のように改正する。 

　　第６条第２号中「広陵町上下水道事業職員の給与の種類及び基

　準に関する条例」を「広陵町下水道事業職員の給与の種類及び基

　準に関する条例」に改める。 

　（広陵町長期継続契約をすることができる契約を定める条例の一

　部改正） 

７　広陵町長期継続契約をすることができる契約を定める条例（平

　成１８年１２月広陵町条例第１３号）の一部を次のように改正す

　る。 

　　第４条中「水道事業及び」を削る。 

　（広陵町税外収入金に係る督促手数料及び延滞金徴収に関する条

　例の一部改正） 

８　広陵町税外収入金に係る督促手数料及び延滞金徴収に関する条

　例（昭和３７年８月広陵町条例第１７号）の一部を次のように改

　正する。 

　　第２条第１項中「水道事業及び」を削る。 
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　（広陵町上下水道事業の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び

　費用弁償に関する条例の一部改正） 

９　広陵町上下水道事業の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び

　費用弁償に関する条例（平成２９年３月広陵町条例第２４号）の

　一部を次のように改正する。 

　　題名を次のように改める。 

　　　　広陵町下水道事業の特別職の職員で非常勤のものの報酬及

　　　　び費用弁償に関する条例 

　　第１条中「上下水道事業」を「下水道事業」に改める。 

　　別表中「広陵町上下水道事業経営審議会」を「広陵町下水道事

　業経営審議会」に改める。 

　（広陵町上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の

　一部改正） 

１０　広陵町上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例

　（昭和４３年３月広陵町条例第１７号）の一部を次のように改正

　する。 

　　題名を次のように改める。 

　　　　広陵町下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

　　第１条及び第２条第１項中「上下水道事業職員」を「下水道事

　業職員」に改める。 

　　第４条中「水道事業及び」を削る。 

　（広陵町上下水道事業経営審議会設置条例の一部改正） 

１１　広陵町上下水道事業経営審議会設置条例（平成２９年３月広

　陵町条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

　　題名を次のように改める。 

　　　　広陵町下水道事業経営審議会設置条例 

　　第１条中「上下水道事業」を「下水道事業」に、「広陵町上下

　

－ 101 －



　水道事業経営審議会」を「広陵町下水道事業経営審議会」に改め

　る。 

　　第２条中「水道事業及び」を削り、「上下水道事業」を「下水

　道事業」に改める。 

　　第３条第２項第１号中「上下水道事業」を「下水道事業」に改

　める。 

　　第７条中「上下水道事業庶務担当課」を「下水道事業担当課」

　に改める。 

　（広陵町下水道条例の一部改正） 

１２　広陵町下水道条例（昭和５９年３月広陵町条例第３号）の一

　部を次のように改正する。 

　　第２条第１２号中「水道事業及び」を削る。 

　　第２８条第１号中「その使用月における公共下水の使用につい

　て、納入通知書により通知し、毎月」を「納入通知書により、２

　使用月ごとに」に改め、同条第２号中「毎使用月の翌月の末日」

　を「管理者が指定する日」に改める。 

　　第２９条第１項中「毎月」を削り、「広陵町水道事業給水条例

　（昭和４８年３月広陵町条例第１２号）第２４条」を「奈良県広

　域水道企業団水道事業の給水及び水道用水供給事業の用水供給に

　関する条例（令和７年２月奈良県広域水道企業団条例第３５号）

　第２８条」に改める。 
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 議  案  第  １ ８  号

 

　 　 　 広陵 町下水道条 例の一部を 改正するこ とについて  

 

　 広 陵 町 下 水 道 条 例 （ 昭 和 ５ ９ 年 ３ 月 広 陵 町 条 例 第 ３ 号 ） の

 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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　　　広陵町下水道条例の一部を改正する条例 

 

　広陵町下水道条例（昭和５９年３月広陵町条例第３号）の一部を

次のように改正する。 

　第１３条第１項第１０号中「大腸菌群数」を「大腸菌数」に改め

る。 

　　　附　則 

　この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議  案  第  １ ９  号  

 

　 　 　 　 広 陵 町 ふ る さ と 基 金 条 例 の 廃 止 に つ い て  

 

　 広 陵 町 ふ る さ と 基 金 条 例 （ 平 成 ５ 年 １ ０ 月 広 陵 町 条 例 第 ７

号 ） を 別 紙 の と お り 廃 止 す る 。  

 

 

　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出  

 

 

                　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由  
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 　　　広陵町ふるさと基金条例を廃止する条例

 

　広陵町ふるさと基金条例（平成５年１０月広陵町条例第７号）は、

 廃止する。

 　　　附　則

 　この条例は、令和７年４月１日から施行する。

　

－ 109 －



－ 110 －



議  案  第  ２ ０  号  

 

 

　 　 　 令 和 ６ 年 度 広 陵 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ １ 号 ）  

 

 

　 令 和 ６ 年 度 広 陵 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ １ 号 ） は 、 次 に

定 め る と こ ろ に よ る 。  

 

 

　 （ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）  

第 １ 条 　 既 定 の 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 か ら 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ

　 ４ ２ １ ， ９ ９ ４ 千 円 を 減 額 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入

　 歳 出 そ れ ぞ れ １ ７ ， ８ ６ ４ ， ６ ５ ３ 千 円 と す る 。  

 

２ 　 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金

　 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、 「 第 １ 表 　 歳 入

　 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。  

 

　 （ 繰 越 明 許 費 の 補 正 ）  

第 ２ 条 　 既 定 の 繰 越 明 許 費 の 追 加 は 、 「 第 ２ 表 　 繰 越 明 許 費

　 補 正 」 に よ る 。  

 

　 （ 地 方 債 の 補 正 ）  

第 ３ 条 　 既 定 の 地 方 債 の 追 加 及 び 変 更 は 、 「 第 ３ 表 　 地 方 債

　 補 正 」 に よ る 。  

 

 

　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出  

 

 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由  
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歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,524,970180,7903,344,18010 地方交付税

3,524,970180,7903,344,1801 地方交付税

134,204△1,387135,59112 分担金及び負担金

133,116△1,387134,5032 負担金

3,239,203△99,8453,339,04814 国庫支出金

1,250,27315,0001,235,2731 国庫負担金

1,980,158△114,8452,095,0032 国庫補助金

1,270,386△6,7341,277,12015 県支出金

570,7077,500563,2071 県負担金

628,909△12,782641,6912 県補助金

70,770△1,45272,2223 委託金

195,500△44,500240,00017 寄附金

195,500△44,500240,0001 寄附金

478,261△453,778932,03918 繰入金

440,010△453,778893,7881 基金繰入金

171,5661,160170,40619 諸収入

35,540△5,43440,9743 受託事業収入

1,200△5001,7004 貸付金元利収入

131,7267,094124,6325 雑入

2,919,3002,3002,917,00020 町債

2,919,3002,3002,917,0001 町債

17,864,653△421,99418,286,647歳 入 合 計

第１表　歳入歳出予算補正
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歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,524,970180,7903,344,18010 地方交付税

3,524,970180,7903,344,1801 地方交付税

134,204△1,387135,59112 分担金及び負担金

133,116△1,387134,5032 負担金

3,239,203△99,8453,339,04814 国庫支出金

1,250,27315,0001,235,2731 国庫負担金

1,980,158△114,8452,095,0032 国庫補助金

1,270,386△6,7341,277,12015 県支出金

570,7077,500563,2071 県負担金

628,909△12,782641,6912 県補助金

70,770△1,45272,2223 委託金

195,500△44,500240,00017 寄附金

195,500△44,500240,0001 寄附金

478,261△453,778932,03918 繰入金

440,010△453,778893,7881 基金繰入金

171,5661,160170,40619 諸収入

35,540△5,43440,9743 受託事業収入

1,200△5001,7004 貸付金元利収入

131,7267,094124,6325 雑入

2,919,3002,3002,917,00020 町債

2,919,3002,3002,917,0001 町債

17,864,653△421,99418,286,647歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

2,554,731△63,5442,618,2752 総務費

1,990,890△34,8792,025,7691 総務管理費

448,223△17,441465,6642 徴税費

72,429△2,75075,1793 戸籍住民基本台帳費

40,710△8,39949,1094 選挙費

487△755626 監査委員費

5,960,26068,0865,892,1743 民生費

3,243,52136,4423,207,0791 社会福祉費

2,716,73931,6442,685,0952 児童福祉費

3,690,889△109,5123,800,4014 衛生費

529,159△20,012549,1711 保健衛生費

3,161,730△89,5003,251,2302 清掃費

358,533△953359,4865 農商工費

158,9986,047152,9511 農業費

199,535△7,000206,5352 商工費

1,927,327△229,8602,157,1876 土木費

1,095,052△194,7611,289,8132 道路橋りょう費

164,977△35,099200,0764 都市計画費

473,119△1,000474,1197 消防費

473,119△1,000474,1191 消防費

1,424,096△79,3111,503,4078 教育費

361,929△1,435363,3641 教育総務費

226,529△3,054229,5832 小学校費

113,449△2,965116,4143 中学校費

343,438△7,000350,4384 幼稚園費

330,126△64,857394,9835 社会教育費

997,437△5,9001,003,33710 公債費

997,437△5,9001,003,3371 公債費

17,864,653△421,99418,286,647歳 出 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

2,554,731△63,5442,618,2752 総務費

1,990,890△34,8792,025,7691 総務管理費

448,223△17,441465,6642 徴税費

72,429△2,75075,1793 戸籍住民基本台帳費

40,710△8,39949,1094 選挙費

487△755626 監査委員費

5,960,26068,0865,892,1743 民生費

3,243,52136,4423,207,0791 社会福祉費

2,716,73931,6442,685,0952 児童福祉費

3,690,889△109,5123,800,4014 衛生費

529,159△20,012549,1711 保健衛生費

3,161,730△89,5003,251,2302 清掃費

358,533△953359,4865 農商工費

158,9986,047152,9511 農業費

199,535△7,000206,5352 商工費

1,927,327△229,8602,157,1876 土木費

1,095,052△194,7611,289,8132 道路橋りょう費

164,977△35,099200,0764 都市計画費

473,119△1,000474,1197 消防費

473,119△1,000474,1191 消防費

1,424,096△79,3111,503,4078 教育費

361,929△1,435363,3641 教育総務費

226,529△3,054229,5832 小学校費

113,449△2,965116,4143 中学校費

343,438△7,000350,4384 幼稚園費

330,126△64,857394,9835 社会教育費

997,437△5,9001,003,33710 公債費

997,437△5,9001,003,3371 公債費

17,864,653△421,99418,286,647歳 出 合 計
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１　追 加

事      業 金    額

千円

2 総務費 3
戸籍住民基本台
帳費

戸籍総合システム振り仮名対応事
業

1,800

4 衛生費 1 保健衛生費 出産・子育て応援交付金事業 3,100

大網井堰柳井戸井堰整備事業 9,800

百済川向地区農地中間管理機構関
連農地整備事業

11,841

7 消防費 1 消防費 避難所環境整備事業 2,280

2 小学校費 真美ケ丘地区小学校擁壁改修事業 9,614

3 中学校費 真美ケ丘中学校擁壁改修事業 2,266

中央公民館整備事業ＰＦＩアドバ
イザリー業務

3,000

中区公民館整備事業 11,935

　第２表　繰越明許費補正

5 農商工費 1 農業費

社会教育費

8 教育費

5

款 項
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第３表　地方債補正

１ 追 加

千円

普通貸借
又は証券
発行

同上

同上

２ 変 更

千円 千円

山 辺 ・ 県 北 西 部 広 域
環 境 衛 生 組 合 負 担 金

1,941,700
普通貸借
又は証券
発行

3.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金について
利率の見直
しを行った
後において
は、当該見
直し後の利
率）

政府資金に
ついては、
その融資条
件により、
銀行その他
の場合はそ
の債権者と
の協定によ
る。ただ
し、財政の
都合により
繰上償還又
は低利に借
換えするこ
とができ
る。

1,992,400
普通貸借
又は証券
発行

3.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金について
利率の見直
しを行った
後において
は、当該見
直し後の利
率）

政府資金に
ついては、
その融資条
件により、
銀行その他
の場合はそ
の債権者と
の協定によ
る。ただ
し、財政の
都合により
繰上償還又
は低利に借
換えするこ
とができ
る。

百 済 川 向 地 区 農 地
中 間 管 理 機 構 関 連
農 地 整 備 事 業 負 担 金

9,400 同上 同上 同上 21,200 同上 同上 同上

町 道 整 備 事 業 513,800 同上 同上 同上 447,700 同上 同上 同上

公園施設長寿命化事業 31,500 同上 同上 同上 20,400 同上 同上 同上

巣 山 古 墳 整 備 事 業 32,700 同上 同上 同上 16,300 同上 同上 同上

起債の
方　法

償還の方法 限度額 償還の方法

補　　正　　前

利  率

3.0％以内 （ただし、
利率見直し方式で借り
入れる政府資金及び地
方公共団体金融機構資
金について利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率 ）

避 難 所 環 境 整 備 事 業

起債の目的

1,100

21,200

政府資金については、そ
の融資条件により、銀行
その他の場合は、その債
権者との協定による。た
だし、財政の都合により
繰上償還し、又は低利に
借り換えすることができ
る。

償　還　の　方　法限度額

同上 同上

同上 同上

限度額

起債の目的

補　　正　　後
起債の
方 法

利  率

大 網 井 堰 柳 井 戸
井 堰 事 業 負 担 金

起債の
方 法

利  率

11,100

真 美 ケ 丘 地 区 小 中
学 校 擁 壁 改 修 事 業

－ 117 －



歳入歳出補正予算事項別明細書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

10 地方交付税 3,344,180 180,790 3,524,970

12 分担金及び負担金 135,591 △1,387 134,204

14 国庫支出金 3,339,048 △99,845 3,239,203

15 県支出金 1,277,120 △6,734 1,270,386

17 寄附金 240,000 △44,500 195,500

18 繰入金 932,039 △453,778 478,261

19 諸収入 170,406 1,160 171,566

20 町債 2,917,000 2,300 2,919,300

△421,994 17,864,653歳     入     合     計 18,286,647

－ 118 －



歳入歳出補正予算事項別明細書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

10 地方交付税 3,344,180 180,790 3,524,970

12 分担金及び負担金 135,591 △1,387 134,204

14 国庫支出金 3,339,048 △99,845 3,239,203

15 県支出金 1,277,120 △6,734 1,270,386

17 寄附金 240,000 △44,500 195,500

18 繰入金 932,039 △453,778 478,261

19 諸収入 170,406 1,160 171,566

20 町債 2,917,000 2,300 2,919,300

△421,994 17,864,653歳     入     合     計 18,286,647

－ 119 －



地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

総務費 2,618,2752 2,554,731△63,544 △26,173 △1,400 △35,971

民生費 5,892,1743 5,960,26068,086 44,555 △1,887 25,418

衛生費 3,800,4014 3,690,889△109,512 △1,000 50,700 △159,212

農商工費 359,4865 358,533△953 △17,889 22,900 2,000 △7,964

土木費 2,157,1876 1,927,327△229,860 △83,391 △77,200 △69,269

消防費 474,1197 473,119△1,000 1,140 1,100 6,494 △9,734

教育費 1,503,4078 1,424,096△79,311 △23,821 4,800 △5,434 △54,856

公債費 1,003,33710 997,437△5,900 △5,900

歳     出     合     計 18,286,647 △421,994 17,864,653 △106,579 △317,488△2272,300

－ 120 －



地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

総務費 2,618,2752 2,554,731△63,544 △26,173 △1,400 △35,971

民生費 5,892,1743 5,960,26068,086 44,555 △1,887 25,418

衛生費 3,800,4014 3,690,889△109,512 △1,000 50,700 △159,212

農商工費 359,4865 358,533△953 △17,889 22,900 2,000 △7,964

土木費 2,157,1876 1,927,327△229,860 △83,391 △77,200 △69,269

消防費 474,1197 473,119△1,000 1,140 1,100 6,494 △9,734

教育費 1,503,4078 1,424,096△79,311 △23,821 4,800 △5,434 △54,856

公債費 1,003,33710 997,437△5,900 △5,900

歳     出     合     計 18,286,647 △421,994 17,864,653 △106,579 △317,488△2272,300

－ 121 －



補正前の額

２　歳　入
（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

10 地方交付税 3,344,180 3,524,970180,790

1 地方交付税 3,344,180 3,524,970180,790

普通交付税 180,790地方交付税1 地方交付税 3,344,180 3,524,970 1 180,790180,790

12 分担金及び負担金 135,591 134,204△1,387

2 負担金 134,503 133,116△1,387

老人福祉施設措置費負担金 △1,387社会福祉費負担金1 民生費負担金 133,030 131,643 1 △1,387△1,387

14 国庫支出金 3,339,048 3,239,203△99,845

1 国庫負担金 1,235,273 1,250,27315,000

自立支援給付費負担金 25,000社会福祉費負担金1 民生費国庫負担金 1,233,196 1,248,196 1 15,00015,000

障がい児通所等給付費負担金 △10,000

2 国庫補助金 2,095,003 1,980,158△114,845

地域公共交通確保維持改善事業費補助金（車両減価償却費総務管理費補助金1 総務費国庫補助金 676,080 652,499 1 △21,066△23,581

等国庫補助金） △5,700

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（給付金・定額

減税一体支援枠） △16,506

新しい地方経済・生活環境創生交付金 1,140

社会保障・税番号制度システム整備費補助金 △2,515戸籍住民基本台帳2 △2,515

費補助金

子どものための教育・保育給付費交付金 15,214児童福祉費補助金2 民生費国庫補助金 491,696 508,644 2 16,94816,948

就学前教育・保育施設整備交付金 1,734

不良住宅除却補助金 △1,000保健衛生費補助金3 衛生費国庫補助金 43,923 42,923 1 △1,000△1,000

百済中央線バイパス整備事業補助金 △27,380道路橋りょう費交5 土木費国庫補助金 823,760 740,369 1 △71,141△83,391

箸尾準工業地区道路整備事業補助金 26,569付金

赤部２６号線整備事業補助金 △2,000

狭あい道路整備等促進事業補助金 △6,113

平尾疋相線整備事業補助金 △24,500

大場線整備事業補助金 △1,441

橋りょう長寿命化修繕事業補助金 △6,997

交通安全施設（南２２号線ほか）整備事業補助金 △11,367

交通安全施設（南郷８号線）整備事業補助金 △17,912

都市公園整備事業補助金（防災・安全） △12,250都市計画費補助金2 △12,250

巣山古墳整備事業費補助金 △26,002社会教育費補助金6 教育費国庫補助金 55,044 31,223 2 △23,821△23,821

民間資金等活用事業調査費補助金 2,181

－ 122 －



補正前の額

２　歳　入
（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

10 地方交付税 3,344,180 3,524,970180,790

1 地方交付税 3,344,180 3,524,970180,790

普通交付税 180,790地方交付税1 地方交付税 3,344,180 3,524,970 1 180,790180,790

12 分担金及び負担金 135,591 134,204△1,387

2 負担金 134,503 133,116△1,387

老人福祉施設措置費負担金 △1,387社会福祉費負担金1 民生費負担金 133,030 131,643 1 △1,387△1,387

14 国庫支出金 3,339,048 3,239,203△99,845

1 国庫負担金 1,235,273 1,250,27315,000

自立支援給付費負担金 25,000社会福祉費負担金1 民生費国庫負担金 1,233,196 1,248,196 1 15,00015,000

障がい児通所等給付費負担金 △10,000

2 国庫補助金 2,095,003 1,980,158△114,845

地域公共交通確保維持改善事業費補助金（車両減価償却費総務管理費補助金1 総務費国庫補助金 676,080 652,499 1 △21,066△23,581

等国庫補助金） △5,700

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（給付金・定額

減税一体支援枠） △16,506

新しい地方経済・生活環境創生交付金 1,140

社会保障・税番号制度システム整備費補助金 △2,515戸籍住民基本台帳2 △2,515

費補助金

子どものための教育・保育給付費交付金 15,214児童福祉費補助金2 民生費国庫補助金 491,696 508,644 2 16,94816,948

就学前教育・保育施設整備交付金 1,734

不良住宅除却補助金 △1,000保健衛生費補助金3 衛生費国庫補助金 43,923 42,923 1 △1,000△1,000

百済中央線バイパス整備事業補助金 △27,380道路橋りょう費交5 土木費国庫補助金 823,760 740,369 1 △71,141△83,391

箸尾準工業地区道路整備事業補助金 26,569付金

赤部２６号線整備事業補助金 △2,000

狭あい道路整備等促進事業補助金 △6,113

平尾疋相線整備事業補助金 △24,500

大場線整備事業補助金 △1,441

橋りょう長寿命化修繕事業補助金 △6,997

交通安全施設（南２２号線ほか）整備事業補助金 △11,367

交通安全施設（南郷８号線）整備事業補助金 △17,912

都市公園整備事業補助金（防災・安全） △12,250都市計画費補助金2 △12,250

巣山古墳整備事業費補助金 △26,002社会教育費補助金6 教育費国庫補助金 55,044 31,223 2 △23,821△23,821

民間資金等活用事業調査費補助金 2,181

－ 123 －



補正前の額

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

15 県支出金 1,277,120 1,270,386△6,734

1 県負担金 563,207 570,7077,500

自立支援給付費負担金 12,500社会福祉費負担金1 民生費県負担金 562,595 570,095 1 7,5007,500

障がい児通所等給付費負担金 △5,000

2 県補助金 641,691 628,909△12,782

子ども医療費補助金 △2,500児童福祉費補助金2 民生費県補助金 402,314 407,421 2 5,1075,107

施設型給付費等交付金 7,607

新規就農者総合支援事業交付金 △10,500農業費補助金4 農商工費県補助金 54,684 36,795 1 △14,389△17,889

多面的機能支払交付金 △3,819

日本型直接支払推進交付金 △70

奈良県観光総合戦略推進補助金 △3,500商工費補助金2 △3,500

3 委託金 72,222 70,770△1,452

衆議院議員選挙委託金 △1,452選挙委託金1 総務費委託金 72,222 70,770 5 △1,452△1,452

17 寄附金 240,000 195,500△44,500

1 寄附金 240,000 195,500△44,500

みどりのふるさと応援寄附金 △44,500総務管理費寄附金1 総務費寄附金 240,000 195,500 1 △44,500△44,500

18 繰入金 932,039 478,261△453,778

1 基金繰入金 893,788 440,010△453,778

財政調整基金繰入金 △453,778財政調整基金繰入1 財政調整基金繰入金 453,778 0 1 △453,778△453,778

金

19 諸収入 170,406 171,5661,160

3 受託事業収入 40,974 35,540△5,434

発掘調査受託事業収入 △5,434社会教育費受託事3 教育費受託事業収入 8,230 2,796 1 △5,434△5,434

業収入

4 貸付金元利収入 1,700 1,200△500

福祉医療費資金返還金 △500社会福祉費貸付金1 民生費貸付金返還金 1,000 500 1 △500△500

返還金

5 雑入 124,632 131,7267,094

自治総合センターコミュニティ助成金 △1,400雑入2 雑入 124,375 131,469 1 7,0947,094

－ 124 －



補正前の額

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

15 県支出金 1,277,120 1,270,386△6,734

1 県負担金 563,207 570,7077,500

自立支援給付費負担金 12,500社会福祉費負担金1 民生費県負担金 562,595 570,095 1 7,5007,500

障がい児通所等給付費負担金 △5,000

2 県補助金 641,691 628,909△12,782

子ども医療費補助金 △2,500児童福祉費補助金2 民生費県補助金 402,314 407,421 2 5,1075,107

施設型給付費等交付金 7,607

新規就農者総合支援事業交付金 △10,500農業費補助金4 農商工費県補助金 54,684 36,795 1 △14,389△17,889

多面的機能支払交付金 △3,819

日本型直接支払推進交付金 △70

奈良県観光総合戦略推進補助金 △3,500商工費補助金2 △3,500

3 委託金 72,222 70,770△1,452

衆議院議員選挙委託金 △1,452選挙委託金1 総務費委託金 72,222 70,770 5 △1,452△1,452

17 寄附金 240,000 195,500△44,500

1 寄附金 240,000 195,500△44,500

みどりのふるさと応援寄附金 △44,500総務管理費寄附金1 総務費寄附金 240,000 195,500 1 △44,500△44,500

18 繰入金 932,039 478,261△453,778

1 基金繰入金 893,788 440,010△453,778

財政調整基金繰入金 △453,778財政調整基金繰入1 財政調整基金繰入金 453,778 0 1 △453,778△453,778

金

19 諸収入 170,406 171,5661,160

3 受託事業収入 40,974 35,540△5,434

発掘調査受託事業収入 △5,434社会教育費受託事3 教育費受託事業収入 8,230 2,796 1 △5,434△5,434

業収入

4 貸付金元利収入 1,700 1,200△500

福祉医療費資金返還金 △500社会福祉費貸付金1 民生費貸付金返還金 1,000 500 1 △500△500

返還金

5 雑入 124,632 131,7267,094

自治総合センターコミュニティ助成金 △1,400雑入2 雑入 124,375 131,469 1 7,0947,094

－ 125 －



補正前の額

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

能登半島地震求償費 6,494

大綱井堰柳井戸井堰整備事業負担金 2,000

20 町債 2,917,000 2,919,3002,300

1 町債 2,917,000 2,919,3002,300

山辺・県北西部広域環境衛生組合負担金債 50,700清掃債2 衛生債 1,941,700 1,992,400 1 50,70050,700

百済川向地区農地中間管理機構関連農地整備事業負担金債 11,800農業債3 農商工債 9,600 32,500 1 22,90022,900

大網井堰柳井戸井堰事業負担金債 11,100

町道整備事業債 △66,100道路橋りょう債4 土木債 894,700 817,500 1 △66,100△77,200

公園施設長寿命化事業債 △11,100公園管理債3 △11,100

避難所環境整備事業債 1,100災害対策債5 消防債 3,400 4,500 1 1,1001,100

巣山古墳整備事業債 △16,400文化財保護債6 教育債 32,700 37,500 2 △16,4004,800

真美ケ丘地区小中学校擁壁改修事業債 21,200小・中学校債3 21,200

－ 126 －



補正前の額

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

能登半島地震求償費 6,494

大綱井堰柳井戸井堰整備事業負担金 2,000

20 町債 2,917,000 2,919,3002,300

1 町債 2,917,000 2,919,3002,300

山辺・県北西部広域環境衛生組合負担金債 50,700清掃債2 衛生債 1,941,700 1,992,400 1 50,70050,700

百済川向地区農地中間管理機構関連農地整備事業負担金債 11,800農業債3 農商工債 9,600 32,500 1 22,90022,900

大網井堰柳井戸井堰事業負担金債 11,100

町道整備事業債 △66,100道路橋りょう債4 土木債 894,700 817,500 1 △66,100△77,200

公園施設長寿命化事業債 △11,100公園管理債3 △11,100

避難所環境整備事業債 1,100災害対策債5 消防債 3,400 4,500 1 1,1001,100

巣山古墳整備事業債 △16,400文化財保護債6 教育債 32,700 37,500 2 △16,4004,800

真美ケ丘地区小中学校擁壁改修事業債 21,200小・中学校債3 21,200

－ 127 －



３　歳　出
（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

2 総務費 2,618,275 △63,544 2,554,731 △26,173 △1,400 △35,971

1 総務管理費 2,025,769 △34,879 1,990,890 △5,700 △1,400 △27,779

●一般経費（産業総合支援課）1 一般管理費 1,040,674 △60,568 980,106 △60,568 8 旅費 △560 △23,000

　・ふるさと納税関係委託料 △23,000

●給与関係費12 委託料 △55,211 △2,500

　・退職手当組合特別負担金 △100

　・長期給付追加費用及び払込金13 使用料及び △2,297 △2,400

●町交際費関係費賃借料 △560

　・特別旅費 △560

●電算関係費18 負担金､補助 △2,500 △34,508

　・その他電算保守等委託料及び交付金 △5,253

　・ネットワーク関係委託料 △7,487

　・ＬＧＷＡＮ機器保守等委託料 △1,249

　・共同電算保守等委託料 △550

　・情報セキュリティー監査支援委託料 △91

　・基幹系ＡＤサーバ更改業務委託料 △6,272

　・統合型ＧＩＳ推進業務委託料 △1,309

　・窓口ＤＸＳａａＳ・ＲＰＡ導入委託料 △10,000

　・その他関係電算使用料 △669

　・ネットワーク関係電算使用料 △1,628

●基金関係費2 財産管理費 673,124 46,036 719,160 46,036 24 積立金 46,036 46,036

　・財政調整基金積立金 63,609

　・減債基金積立金 49,410

　・みどりのふるさと応援基金積立金 △63,983

　・新清掃施設建設基金積立金 △1,900

　・森林環境基金積立金 △1,100

●一般経費（総合政策課）3 企画費 233,584 △13,975 219,609 △5,700 △8,275 12 委託料 △1,839 △1,839

　・行政評価展開支援業務委託料 △1,839

●公共交通運行事業費17 備品購入費 △11,400 △12,136

　・公用車購入費 △11,400

　・公共交通運行事業負担金18 負担金､補助 △736 △736

及び交付金

●自治振興費4 自治振興費 35,792 △1,900 33,892 △1,400 △500 18 負担金､補助 △1,900 △1,900

　・自治総合センターコミュニティ助成金及び交付金 △1,400

　・自治振興費 △500

●一般経費8 広報広聴費 21,985 △4,472 17,513 △4,472 10 需用費 △4,472 △4,472

　・燃料費 △15

　・印刷製本費 △4,457

2 徴税費 465,664 △17,441 448,223 △16,506 △935

●定額減税調整給付金事業1 税務総務費 423,966 △15,670 408,296 △15,670 12 委託料 △2,190 △15,670

　・定額減税調整給付関連事務委託料 △1,827

　・基幹システム定額減税調整給付対応業務委託料18 負担金､補助 △13,480 △363

　・給付金及び交付金 △13,480

－ 128 －



３　歳　出
（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

2 総務費 2,618,275 △63,544 2,554,731 △26,173 △1,400 △35,971

1 総務管理費 2,025,769 △34,879 1,990,890 △5,700 △1,400 △27,779

●一般経費（産業総合支援課）1 一般管理費 1,040,674 △60,568 980,106 △60,568 8 旅費 △560 △23,000

　・ふるさと納税関係委託料 △23,000

●給与関係費12 委託料 △55,211 △2,500

　・退職手当組合特別負担金 △100

　・長期給付追加費用及び払込金13 使用料及び △2,297 △2,400

●町交際費関係費賃借料 △560

　・特別旅費 △560

●電算関係費18 負担金､補助 △2,500 △34,508

　・その他電算保守等委託料及び交付金 △5,253

　・ネットワーク関係委託料 △7,487

　・ＬＧＷＡＮ機器保守等委託料 △1,249

　・共同電算保守等委託料 △550

　・情報セキュリティー監査支援委託料 △91

　・基幹系ＡＤサーバ更改業務委託料 △6,272

　・統合型ＧＩＳ推進業務委託料 △1,309

　・窓口ＤＸＳａａＳ・ＲＰＡ導入委託料 △10,000

　・その他関係電算使用料 △669

　・ネットワーク関係電算使用料 △1,628

●基金関係費2 財産管理費 673,124 46,036 719,160 46,036 24 積立金 46,036 46,036

　・財政調整基金積立金 63,609

　・減債基金積立金 49,410

　・みどりのふるさと応援基金積立金 △63,983

　・新清掃施設建設基金積立金 △1,900

　・森林環境基金積立金 △1,100

●一般経費（総合政策課）3 企画費 233,584 △13,975 219,609 △5,700 △8,275 12 委託料 △1,839 △1,839

　・行政評価展開支援業務委託料 △1,839

●公共交通運行事業費17 備品購入費 △11,400 △12,136

　・公用車購入費 △11,400

　・公共交通運行事業負担金18 負担金､補助 △736 △736

及び交付金

●自治振興費4 自治振興費 35,792 △1,900 33,892 △1,400 △500 18 負担金､補助 △1,900 △1,900

　・自治総合センターコミュニティ助成金及び交付金 △1,400

　・自治振興費 △500

●一般経費8 広報広聴費 21,985 △4,472 17,513 △4,472 10 需用費 △4,472 △4,472

　・燃料費 △15

　・印刷製本費 △4,457

2 徴税費 465,664 △17,441 448,223 △16,506 △935

●定額減税調整給付金事業1 税務総務費 423,966 △15,670 408,296 △15,670 12 委託料 △2,190 △15,670

　・定額減税調整給付関連事務委託料 △1,827

　・基幹システム定額減税調整給付対応業務委託料18 負担金､補助 △13,480 △363

　・給付金及び交付金 △13,480

－ 129 －



（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

●電算費（税務課）2 賦課徴収費 41,698 △1,771 39,927 △836 △935 12 委託料 △1,771 △1,771

　・電子申告システム等委託料 △935

　・定額減税に伴うシステム改修委託料 △836

3 戸籍住民基 75,179 △2,750 72,429 △2,515 △235

本台帳費

●一般経費1 戸籍住民基 75,179 △2,750 72,429 △2,515 △235 12 委託料 △2,750 △2,750

　・サービスカウンターネットワーク基盤等保守料本台帳費 △66

　・戸籍システム法改正対応委託料 △2,514

　・事務機器保守委託料 △170

4 選挙費 49,109 △8,399 40,710 △1,452 △6,947

●町議会議員選挙費3 町議会議員 25,375 △6,893 18,482 △6,893 13 使用料及び △658 △6,893

　・会場使用料選挙費 賃借料 △6

　・ポスター掲示板賃借料 △652

　・選挙公営費負担金18 負担金､補助 △6,235 △6,235

及び交付金

●衆議院議員選挙費4 衆議院議員 16,551 △1,506 15,045 △1,452 △54 3 職員手当等 △639 △1,506

　・時間外勤務手当 △603選挙費

　・管理職特別勤務手当10 需用費 △867 △36

　・消耗品費 △717

　・燃料費 △19

　・食糧費 △49

　・印刷製本費 △82

6 監査委員費 562 △75 487 △75

●監査委員費1 監査委員費 562 △75 487 △75 1 報酬 △70 △75

　・監査委員報酬 △70

　・費用弁償8 旅費 △5 △5

3 民生費 5,892,174 68,086 5,960,260 44,555 △1,887 25,418

1 社会福祉費 3,207,079 36,442 3,243,521 22,500 △1,887 15,829

●一般経費（保険年金課）1 社会福祉総 482,940 △500 482,440 △500 20 貸付金 △500 △500

　・福祉医療費資金貸付金務費 △500

●健康福祉大会関係費2 老人福祉費 36,506 △4,347 32,159 △1,387 △2,960 7 報償費 △500 △500

　・敬老金 △500

●老人福祉施設関係費19 扶助費 △3,847 △3,847

　・老人福祉施設措置費 △3,847

●一般経費3 心身障がい 1,408,339 50,453 1,458,792 22,500 27,953 19 扶助費 30,000 50,453

　・介護給付費等 50,000者福祉費

　・障がい児通所給付費22 償還金､利子 20,453 △20,000

　・国庫負担金返還金及び割引料 13,635

－ 130 －



（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

●電算費（税務課）2 賦課徴収費 41,698 △1,771 39,927 △836 △935 12 委託料 △1,771 △1,771

　・電子申告システム等委託料 △935

　・定額減税に伴うシステム改修委託料 △836

3 戸籍住民基 75,179 △2,750 72,429 △2,515 △235

本台帳費

●一般経費1 戸籍住民基 75,179 △2,750 72,429 △2,515 △235 12 委託料 △2,750 △2,750

　・サービスカウンターネットワーク基盤等保守料本台帳費 △66

　・戸籍システム法改正対応委託料 △2,514

　・事務機器保守委託料 △170

4 選挙費 49,109 △8,399 40,710 △1,452 △6,947

●町議会議員選挙費3 町議会議員 25,375 △6,893 18,482 △6,893 13 使用料及び △658 △6,893

　・会場使用料選挙費 賃借料 △6

　・ポスター掲示板賃借料 △652

　・選挙公営費負担金18 負担金､補助 △6,235 △6,235

及び交付金

●衆議院議員選挙費4 衆議院議員 16,551 △1,506 15,045 △1,452 △54 3 職員手当等 △639 △1,506

　・時間外勤務手当 △603選挙費

　・管理職特別勤務手当10 需用費 △867 △36

　・消耗品費 △717

　・燃料費 △19

　・食糧費 △49

　・印刷製本費 △82

6 監査委員費 562 △75 487 △75

●監査委員費1 監査委員費 562 △75 487 △75 1 報酬 △70 △75

　・監査委員報酬 △70

　・費用弁償8 旅費 △5 △5

3 民生費 5,892,174 68,086 5,960,260 44,555 △1,887 25,418

1 社会福祉費 3,207,079 36,442 3,243,521 22,500 △1,887 15,829

●一般経費（保険年金課）1 社会福祉総 482,940 △500 482,440 △500 20 貸付金 △500 △500

　・福祉医療費資金貸付金務費 △500

●健康福祉大会関係費2 老人福祉費 36,506 △4,347 32,159 △1,387 △2,960 7 報償費 △500 △500

　・敬老金 △500

●老人福祉施設関係費19 扶助費 △3,847 △3,847

　・老人福祉施設措置費 △3,847

●一般経費3 心身障がい 1,408,339 50,453 1,458,792 22,500 27,953 19 扶助費 30,000 50,453

　・介護給付費等 50,000者福祉費

　・障がい児通所給付費22 償還金､利子 20,453 △20,000

　・国庫負担金返還金及び割引料 13,635

－ 131 －



（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

　・県負担金返還金 6,818

●一般経費6 総合保健福 127,115 △9,164 117,951 △9,164 12 委託料 △2,000 △9,164

　・設計・監理等委託料 △1,364祉会館費

　・ネットワーク関係委託料14 工事請負費 △4,164 △636

　・総合保健福祉会館改修工事 △4,164

　・施設備品17 備品購入費 △3,000 △3,000

2 児童福祉費 2,685,095 31,644 2,716,739 22,055 9,589

●福祉医療費1 児童福祉総 261,352 △5,000 256,352 △2,500 △2,500 19 扶助費 △5,000 △5,000

　・医療費扶助費務費 △5,000

●児童措置費2 児童措置費 1,422,679 △10,571 1,412,108 22,821 △33,392 12 委託料 30,429 △10,571

　・私立保育園運営委託料 30,429

　・児童手当19 扶助費 △41,000 △41,000

●一般経費（こども課）3 保育所費 441,612 20,124 461,736 20,124 12 委託料 20,124 20,124

　・西・真美北保育園等委託料 20,124

●認定こども園新設事業5 認定こども 124,050 37,131 161,181 1,734 35,397 18 負担金､補助 37,131 37,131

　・東校区認定こども園施設整備補助金園新設事業 及び交付金 13,504

　・認定こども園整備に係る解体補助金費 23,627

●放課後子ども育成教室関係費6 子ども育成 190,188 △10,040 180,148 △10,040 12 委託料 △8,100 △10,040

　・放課後子ども育成教室運営委託料 △8,100費

　・公民館等使用料13 使用料及び △1,440 △1,440

　・管理備品賃借料 △500

17 備品購入費 △500

4 衛生費 3,800,401 △109,512 3,690,889 △1,000 50,700 △159,212

1 保健衛生費 549,171 △20,012 529,159 △1,000 △19,012

●一般経費（けんこう推進課）2 予防費 299,730 △18,126 281,604 △18,126 12 委託料 △38,727 △2,500

　・結核検診等委託料 △2,500

●予防接種事業費22 償還金､利子 20,601 △13,837

　・予防接種委託料及び割引料 △30,000

　・国庫負担金返還金 10,294

　・国庫補助金返還金 5,869

●健康増進事業費 △2,000

　・健診等委託料 △2,000

●母子保健事業費（子育て総合支援課） 211

　・産婦人科・小児科オンライン導入等委託料 △2,145

　・妊婦健診委託料 △2,082

　・国庫補助金返還金 4,438

●一般経費4 環境保全費 10,141 △1,886 8,255 △1,000 △886 18 負担金､補助 △1,886 △1,886

　・老朽空家等除却補助金及び交付金 △1,886

－ 132 －



（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

　・県負担金返還金 6,818

●一般経費6 総合保健福 127,115 △9,164 117,951 △9,164 12 委託料 △2,000 △9,164

　・設計・監理等委託料 △1,364祉会館費

　・ネットワーク関係委託料14 工事請負費 △4,164 △636

　・総合保健福祉会館改修工事 △4,164

　・施設備品17 備品購入費 △3,000 △3,000

2 児童福祉費 2,685,095 31,644 2,716,739 22,055 9,589

●福祉医療費1 児童福祉総 261,352 △5,000 256,352 △2,500 △2,500 19 扶助費 △5,000 △5,000

　・医療費扶助費務費 △5,000

●児童措置費2 児童措置費 1,422,679 △10,571 1,412,108 22,821 △33,392 12 委託料 30,429 △10,571

　・私立保育園運営委託料 30,429

　・児童手当19 扶助費 △41,000 △41,000

●一般経費（こども課）3 保育所費 441,612 20,124 461,736 20,124 12 委託料 20,124 20,124

　・西・真美北保育園等委託料 20,124

●認定こども園新設事業5 認定こども 124,050 37,131 161,181 1,734 35,397 18 負担金､補助 37,131 37,131

　・東校区認定こども園施設整備補助金園新設事業 及び交付金 13,504

　・認定こども園整備に係る解体補助金費 23,627

●放課後子ども育成教室関係費6 子ども育成 190,188 △10,040 180,148 △10,040 12 委託料 △8,100 △10,040

　・放課後子ども育成教室運営委託料 △8,100費

　・公民館等使用料13 使用料及び △1,440 △1,440

　・管理備品賃借料 △500

17 備品購入費 △500

4 衛生費 3,800,401 △109,512 3,690,889 △1,000 50,700 △159,212

1 保健衛生費 549,171 △20,012 529,159 △1,000 △19,012

●一般経費（けんこう推進課）2 予防費 299,730 △18,126 281,604 △18,126 12 委託料 △38,727 △2,500

　・結核検診等委託料 △2,500

●予防接種事業費22 償還金､利子 20,601 △13,837

　・予防接種委託料及び割引料 △30,000

　・国庫負担金返還金 10,294

　・国庫補助金返還金 5,869

●健康増進事業費 △2,000

　・健診等委託料 △2,000

●母子保健事業費（子育て総合支援課） 211

　・産婦人科・小児科オンライン導入等委託料 △2,145

　・妊婦健診委託料 △2,082

　・国庫補助金返還金 4,438

●一般経費4 環境保全費 10,141 △1,886 8,255 △1,000 △886 18 負担金､補助 △1,886 △1,886

　・老朽空家等除却補助金及び交付金 △1,886

－ 133 －



（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

2 清掃費 3,251,230 △89,500 3,161,730 50,700 △140,200

●一般経費（環境政策課）1 清掃総務費 2,452,013 △2,500 2,449,513 50,700 △53,200 18 負担金､補助 △2,500 △2,500

　・公民館・集会所整備費補助金及び交付金 △2,500

●一般経費2 塵芥処理費 750,397 △87,000 663,397 △87,000 10 需用費 △15,000 △8,000

　・消耗品費 △6,000

　・光熱水費11 役務費 △11,000 △2,000

●収集関係費 △11,000

　・容器包装プラスチック再商品化委託料12 委託料 △61,000 △8,000

　・使用済小型家電回収事業委託料 △3,000

●塵芥処理費 △65,000

　・消耗品費 △4,000

　・手数料 △11,000

　・可燃物搬送処分委託料 △50,000

●施設補修費 △3,000

　・修繕料 △3,000

5 農商工費 359,486 △953 358,533 △17,889 22,900 2,000 △7,964

1 農業費 152,951 6,047 158,998 △14,389 22,900 2,000 △4,464

●町単独事業費3 農地費 37,547 21,641 59,188 22,900 2,000 △3,259 18 負担金､補助 21,641 9,800

　・大綱井堰柳井戸井堰整備事業負担金及び交付金 9,800

●百済川向地区農地中間管理機構関連農地整備事業 11,841

　・百済川向地区農地中間管理機構関連農地整備事業負担

    金 11,841

●地域農政推進費5 地域農政推 50,612 △15,594 35,018 △14,389 △1,205 18 負担金､補助 △15,594 △15,594

　・新規就農者総合支援事業助成金進費 及び交付金 △10,500

　・多面的機能支払交付金 △5,094

2 商工費 206,535 △7,000 199,535 △3,500 △3,500

●観光費2 観光費 25,149 △7,000 18,149 △3,500 △3,500 14 工事請負費 △7,000 △7,000

　・櫛玉神社観光トイレ改修工事 △7,000

6 土木費 2,157,187 △229,860 1,927,327 △83,391 △77,200 △69,269

2 道路橋りょ 1,289,813 △194,761 1,095,052 △71,141 △66,100 △57,520

う費

●百済中央線バイパス整備事業2 道路橋りょ 1,032,480 △135,704 896,776 △41,862 △41,200 △52,642 14 工事請負費 △131,090 △54,758

　・町道整備工事 △54,758う新設改良

●赤部２６号線整備事業費 16 公有財産 △1,614 △4,000

　・町道整備工事購入費 △4,000

●狭あい道路整備等促進事業 △12,225

　・町道整備工事18 負担金､補助 △3,000 △10,611

　・町道用地取得費及び交付金 △1,614

－ 134 －



（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

2 清掃費 3,251,230 △89,500 3,161,730 50,700 △140,200

●一般経費（環境政策課）1 清掃総務費 2,452,013 △2,500 2,449,513 50,700 △53,200 18 負担金､補助 △2,500 △2,500

　・公民館・集会所整備費補助金及び交付金 △2,500

●一般経費2 塵芥処理費 750,397 △87,000 663,397 △87,000 10 需用費 △15,000 △8,000

　・消耗品費 △6,000

　・光熱水費11 役務費 △11,000 △2,000

●収集関係費 △11,000

　・容器包装プラスチック再商品化委託料12 委託料 △61,000 △8,000

　・使用済小型家電回収事業委託料 △3,000

●塵芥処理費 △65,000

　・消耗品費 △4,000

　・手数料 △11,000

　・可燃物搬送処分委託料 △50,000

●施設補修費 △3,000

　・修繕料 △3,000

5 農商工費 359,486 △953 358,533 △17,889 22,900 2,000 △7,964

1 農業費 152,951 6,047 158,998 △14,389 22,900 2,000 △4,464

●町単独事業費3 農地費 37,547 21,641 59,188 22,900 2,000 △3,259 18 負担金､補助 21,641 9,800

　・大綱井堰柳井戸井堰整備事業負担金及び交付金 9,800

●百済川向地区農地中間管理機構関連農地整備事業 11,841

　・百済川向地区農地中間管理機構関連農地整備事業負担

    金 11,841

●地域農政推進費5 地域農政推 50,612 △15,594 35,018 △14,389 △1,205 18 負担金､補助 △15,594 △15,594

　・新規就農者総合支援事業助成金進費 及び交付金 △10,500

　・多面的機能支払交付金 △5,094

2 商工費 206,535 △7,000 199,535 △3,500 △3,500

●観光費2 観光費 25,149 △7,000 18,149 △3,500 △3,500 14 工事請負費 △7,000 △7,000

　・櫛玉神社観光トイレ改修工事 △7,000

6 土木費 2,157,187 △229,860 1,927,327 △83,391 △77,200 △69,269

2 道路橋りょ 1,289,813 △194,761 1,095,052 △71,141 △66,100 △57,520

う費

●百済中央線バイパス整備事業2 道路橋りょ 1,032,480 △135,704 896,776 △41,862 △41,200 △52,642 14 工事請負費 △131,090 △54,758

　・町道整備工事 △54,758う新設改良

●赤部２６号線整備事業費 16 公有財産 △1,614 △4,000

　・町道整備工事購入費 △4,000

●狭あい道路整備等促進事業 △12,225

　・町道整備工事18 負担金､補助 △3,000 △10,611

　・町道用地取得費及び交付金 △1,614

－ 135 －



（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

●平尾疋相線整備事業 △49,000

　・町道整備工事 △49,000

●大場線整備事業 △3,000

　・大場線整備事業負担金 △3,000

●橋りょう長寿命化修繕事業 △12,721

　・橋りょう整備工事 △12,721

●交通安全施設費（安全安心課）3 交通安全施 189,251 △59,057 130,194 △29,279 △24,900 △4,878 10 需用費 △200 △500

　・修繕料 △200設費

　・カーブミラー新設工事12 委託料 △10,000 △100

　・交通安全施設整備工事 △200

●交通安全施設等（南２２号線ほか）整備事業14 工事請負費 △48,857 △22,734

　・測量・設計委託料 △10,000

　・交通安全施設整備工事 △12,734

●交通安全施設等（南郷８号線）整備事業 △35,823

　・交通安全施設整備工事 △35,823

4 都市計画費 200,076 △35,099 164,977 △12,250 △11,100 △11,749

●一般経費1 都市計画総 56,850 △10,000 46,850 △10,000 12 委託料 △10,000 △10,000

　・竹取公園民間活力導入支援業務委託料務費 △10,000

●都市公園整備事業費（防災・安全）2 公園管理費 142,143 △24,499 117,644 △12,250 △11,100 △1,149 12 委託料 △4,749 △24,499

　・測量・設計委託料 △2,125

　・設計・監理等委託料14 工事請負費 △19,750 △2,624

　・公園整備工事 △19,750

●公共下水道費3 公共下水道 920 △600 320 △600 18 負担金､補助 △600 △600

　・下水道接続促進事業特別補助金費 及び交付金 △400

　・水洗便所改造助成金 △200

7 消防費 474,119 △1,000 473,119 1,140 1,100 6,494 △9,734

1 消防費 474,119 △1,000 473,119 1,140 1,100 6,494 △9,734

●災害対策費5 災害対策費 34,067 △1,000 33,067 1,140 1,100 6,494 △9,734 18 負担金､補助 △1,000 △1,000

　・自治総合センターコミュニティ助成金及び交付金 △1,000

8 教育費 1,503,407 △79,311 1,424,096 △23,821 4,800 △5,434 △54,856

1 教育総務費 363,364 △1,435 361,929 △1,435

●学力向上推進支援事業（広陵放課後塾）関係費2 事務局費 182,594 △1,435 181,159 △1,435 7 報償費 △389 △389

　・講師謝礼 △389

●不登校児童生徒への訪問支援事業12 委託料 △1,046 △1,046

　・作業療法士派遣委託料 △1,046

2 小学校費 229,583 △3,054 226,529 16,100 △19,154

－ 136 －



（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

●平尾疋相線整備事業 △49,000

　・町道整備工事 △49,000

●大場線整備事業 △3,000

　・大場線整備事業負担金 △3,000

●橋りょう長寿命化修繕事業 △12,721

　・橋りょう整備工事 △12,721

●交通安全施設費（安全安心課）3 交通安全施 189,251 △59,057 130,194 △29,279 △24,900 △4,878 10 需用費 △200 △500

　・修繕料 △200設費

　・カーブミラー新設工事12 委託料 △10,000 △100

　・交通安全施設整備工事 △200

●交通安全施設等（南２２号線ほか）整備事業14 工事請負費 △48,857 △22,734

　・測量・設計委託料 △10,000

　・交通安全施設整備工事 △12,734

●交通安全施設等（南郷８号線）整備事業 △35,823

　・交通安全施設整備工事 △35,823

4 都市計画費 200,076 △35,099 164,977 △12,250 △11,100 △11,749

●一般経費1 都市計画総 56,850 △10,000 46,850 △10,000 12 委託料 △10,000 △10,000

　・竹取公園民間活力導入支援業務委託料務費 △10,000

●都市公園整備事業費（防災・安全）2 公園管理費 142,143 △24,499 117,644 △12,250 △11,100 △1,149 12 委託料 △4,749 △24,499

　・測量・設計委託料 △2,125

　・設計・監理等委託料14 工事請負費 △19,750 △2,624

　・公園整備工事 △19,750

●公共下水道費3 公共下水道 920 △600 320 △600 18 負担金､補助 △600 △600

　・下水道接続促進事業特別補助金費 及び交付金 △400

　・水洗便所改造助成金 △200

7 消防費 474,119 △1,000 473,119 1,140 1,100 6,494 △9,734

1 消防費 474,119 △1,000 473,119 1,140 1,100 6,494 △9,734

●災害対策費5 災害対策費 34,067 △1,000 33,067 1,140 1,100 6,494 △9,734 18 負担金､補助 △1,000 △1,000

　・自治総合センターコミュニティ助成金及び交付金 △1,000

8 教育費 1,503,407 △79,311 1,424,096 △23,821 4,800 △5,434 △54,856

1 教育総務費 363,364 △1,435 361,929 △1,435

●学力向上推進支援事業（広陵放課後塾）関係費2 事務局費 182,594 △1,435 181,159 △1,435 7 報償費 △389 △389

　・講師謝礼 △389

●不登校児童生徒への訪問支援事業12 委託料 △1,046 △1,046

　・作業療法士派遣委託料 △1,046

2 小学校費 229,583 △3,054 226,529 16,100 △19,154

－ 137 －



（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

●一般経費（教育総務課）1 学校管理費 188,399 △1,960 186,439 16,100 △18,060 10 需用費 △2,500 540

　・手数料 △549

　・真美ケ丘地区小学校擁壁改修設計委託料11 役務費 △549 △8,525

　・真美ケ丘地区小学校擁壁改修工事 9,614

●一般経費（東小学校）12 委託料 △8,525 △1,700

　・光熱水費 △1,700

●一般経費（真美ケ丘第二小学校）14 工事請負費 9,614 △800

　・光熱水費 △800

●教育振興費（学校支援室）2 教育振興費 41,184 △1,094 40,090 △1,094 10 需用費 △722 △372

　・特別支援教育就学奨励費 △372

●教育振興費（西小学校）19 扶助費 △372 △722

　・消耗品費 △722

3 中学校費 116,414 △2,965 113,449 5,100 △8,065

●一般経費（教育総務課）1 学校管理費 99,111 △1,420 97,691 5,100 △6,520 12 委託料 △3,686 △1,420

　・学校プール委託料 △1,338

　・真美ケ丘中学校擁壁改修設計委託料14 工事請負費 2,266 △2,348

　・真美ケ丘中学校擁壁改修工事 2,266

●教育振興費（学校支援室）2 教育振興費 17,303 △1,545 15,758 △1,545 19 扶助費 △1,545 △1,545

　・要保護・準要保護生徒就学援助費 △1,065

　・特別支援教育就学奨励費 △480

4 幼稚園費 350,438 △7,000 343,438 △7,000

●一般経費（こども課）1 幼稚園管理 350,438 △7,000 343,438 △7,000 19 扶助費 △7,000 △7,000

　・施設等利用費費 △7,000

5 社会教育費 394,983 △64,857 330,126 △23,821 △16,400 △5,434 △19,202

●生涯学習振興費1 社会教育総 43,852 △3,189 40,663 △449 △2,740 7 報償費 △543 △3,189

　・講師謝礼 △543務費

　・施設備品17 備品購入費 △2,646 △2,646

●主催事業費3 公民館費 89,064 △1,531 87,533 2,181 △3,712 7 報償費 △579 △579

　・講師謝礼 △579

●地区公民館費12 委託料 △952 △952

　・中区公民館測量・調査等委託料 △952

●史跡等管理費4 文化財保護 154,102 △60,137 93,965 △26,002 △16,400 △4,985 △12,750 7 報償費 △2,374 △2,435

　・牧野古墳伐採・剪定業務委託料 △2,435費

●発掘調査受託事業費12 委託料 △14,905 △4,985

　・発掘調査作業員謝礼 △1,824

　・航空写真撮影委託料14 工事請負費 △42,858 △2,805

　・仮設電気工事 △356

●巣山古墳史跡整備事業費 △52,717

　・発掘調査作業員謝礼 △550

　・設計・監理等委託料 △4,614

　・航空測量委託料 △2,200
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（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

●一般経費（教育総務課）1 学校管理費 188,399 △1,960 186,439 16,100 △18,060 10 需用費 △2,500 540

　・手数料 △549

　・真美ケ丘地区小学校擁壁改修設計委託料11 役務費 △549 △8,525

　・真美ケ丘地区小学校擁壁改修工事 9,614

●一般経費（東小学校）12 委託料 △8,525 △1,700

　・光熱水費 △1,700

●一般経費（真美ケ丘第二小学校）14 工事請負費 9,614 △800

　・光熱水費 △800

●教育振興費（学校支援室）2 教育振興費 41,184 △1,094 40,090 △1,094 10 需用費 △722 △372

　・特別支援教育就学奨励費 △372

●教育振興費（西小学校）19 扶助費 △372 △722

　・消耗品費 △722

3 中学校費 116,414 △2,965 113,449 5,100 △8,065

●一般経費（教育総務課）1 学校管理費 99,111 △1,420 97,691 5,100 △6,520 12 委託料 △3,686 △1,420

　・学校プール委託料 △1,338

　・真美ケ丘中学校擁壁改修設計委託料14 工事請負費 2,266 △2,348

　・真美ケ丘中学校擁壁改修工事 2,266

●教育振興費（学校支援室）2 教育振興費 17,303 △1,545 15,758 △1,545 19 扶助費 △1,545 △1,545

　・要保護・準要保護生徒就学援助費 △1,065

　・特別支援教育就学奨励費 △480

4 幼稚園費 350,438 △7,000 343,438 △7,000

●一般経費（こども課）1 幼稚園管理 350,438 △7,000 343,438 △7,000 19 扶助費 △7,000 △7,000

　・施設等利用費費 △7,000

5 社会教育費 394,983 △64,857 330,126 △23,821 △16,400 △5,434 △19,202

●生涯学習振興費1 社会教育総 43,852 △3,189 40,663 △449 △2,740 7 報償費 △543 △3,189

　・講師謝礼 △543務費

　・施設備品17 備品購入費 △2,646 △2,646

●主催事業費3 公民館費 89,064 △1,531 87,533 2,181 △3,712 7 報償費 △579 △579

　・講師謝礼 △579

●地区公民館費12 委託料 △952 △952

　・中区公民館測量・調査等委託料 △952

●史跡等管理費4 文化財保護 154,102 △60,137 93,965 △26,002 △16,400 △4,985 △12,750 7 報償費 △2,374 △2,435

　・牧野古墳伐採・剪定業務委託料 △2,435費

●発掘調査受託事業費12 委託料 △14,905 △4,985

　・発掘調査作業員謝礼 △1,824

　・航空写真撮影委託料14 工事請負費 △42,858 △2,805

　・仮設電気工事 △356

●巣山古墳史跡整備事業費 △52,717

　・発掘調査作業員謝礼 △550

　・設計・監理等委託料 △4,614

　・航空測量委託料 △2,200
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（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

　・発掘調査作業委託料 △2,851

　・巣山古墳史跡整備工事 △42,502

10 公債費 1,003,337 △5,900 997,437 △5,900

1 公債費 1,003,337 △5,900 997,437 △5,900

●利子2 利子 41,561 △5,900 35,661 △5,900 22 償還金､利子 △5,900 △5,900

　・長期債利子及び割引料 △5,900
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（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

　・発掘調査作業委託料 △2,851

　・巣山古墳史跡整備工事 △42,502

10 公債費 1,003,337 △5,900 997,437 △5,900

1 公債費 1,003,337 △5,900 997,437 △5,900

●利子2 利子 41,561 △5,900 35,661 △5,900 22 償還金､利子 △5,900 △5,900

　・長期債利子及び割引料 △5,900
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議  案  第  ２ １  号  

 

 

　 　 令 和 ６ 年 度 広 陵 町 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 補 正 予 算 　 　

　 　 （ 第 １ 号 ）  

 

 

　 令 和 ６ 年 度 広 陵 町 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １

号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

 

 

　 （ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）  

第 １ 条 　 既 定 の 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ ，

　 ７ ７ １ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ

　 ぞ れ ６ ０ ６ ， ３ ７ １ 千 円 と す る 。  

 

２ 　 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金

　 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、「 第 １ 表 　 歳 入

　 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。  

 

 

　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出  

 

 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

485,5931,771483,8221 後期高齢者医療保険料

485,5931,771483,8221 後期高齢者医療保険料

606,3711,771604,600歳 入 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

－ 144 －



歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

485,5931,771483,8221 後期高齢者医療保険料

485,5931,771483,8221 後期高齢者医療保険料

606,3711,771604,600歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

600,0801,771598,3092 後期高齢者医療広域連合納付金

600,0801,771598,3091 後期高齢者医療広域連合納付金

606,3711,771604,600歳 出 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

600,0801,771598,3092 後期高齢者医療広域連合納付金

600,0801,771598,3091 後期高齢者医療広域連合納付金

606,3711,771604,600歳 出 合 計
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歳入歳出補正予算事項別明細書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

1 後期高齢者医療保険料 483,822 1,771 485,593

1,771 606,371歳     入     合     計 604,600
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歳入歳出補正予算事項別明細書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

1 後期高齢者医療保険料 483,822 1,771 485,593

1,771 606,371歳     入     合     計 604,600
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地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

後期高齢者医療広域連合納付金 598,3092 600,0801,771 1,771

歳     出     合     計 604,600 1,771 606,371 1,771
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地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

後期高齢者医療広域連合納付金 598,3092 600,0801,771 1,771

歳     出     合     計 604,600 1,771 606,371 1,771
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補正前の額

２　歳　入
（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

1 後期高齢者医療保険料 483,822 485,5931,771

1 後期高齢者医療保険料 483,822 485,5931,771

現年度分特別徴収保険料 △1,616現年度分特別徴収1 特別徴収保険料 267,298 265,682 1 △1,616△1,616

保険料

現年度分普通徴収保険料 3,387現年度分普通徴収2 普通徴収保険料 216,524 219,911 1 3,3873,387

保険料
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補正前の額

２　歳　入
（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

1 後期高齢者医療保険料 483,822 485,5931,771

1 後期高齢者医療保険料 483,822 485,5931,771

現年度分特別徴収保険料 △1,616現年度分特別徴収1 特別徴収保険料 267,298 265,682 1 △1,616△1,616

保険料

現年度分普通徴収保険料 3,387現年度分普通徴収2 普通徴収保険料 216,524 219,911 1 3,3873,387

保険料
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３　歳　出
（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

2 後期高齢者 598,309 1,771 600,080 1,771

医療広域連

合納付金

1 後期高齢者 598,309 1,771 600,080 1,771

医療広域連

合納付金

●後期高齢者医療広域連合納付金1 後期高齢者 598,309 1,771 600,080 1,771 18 負担金､補助 1,771 1,771

　・後期高齢者医療広域連合負担金医療広域連 及び交付金 1,771

合納付金
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３　歳　出
（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

2 後期高齢者 598,309 1,771 600,080 1,771

医療広域連

合納付金

1 後期高齢者 598,309 1,771 600,080 1,771

医療広域連

合納付金

●後期高齢者医療広域連合納付金1 後期高齢者 598,309 1,771 600,080 1,771 18 負担金､補助 1,771 1,771

　・後期高齢者医療広域連合負担金医療広域連 及び交付金 1,771

合納付金
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 議  案  第  ２ ９  号

 

 　 　 　 箸 尾 準 工 業 地 区 道 路 整 備 事 業 第 ２ 期 工 事 及 び 河 川

 　 　 　 事 業 の 受 委 託 に 関 す る 広 陵 町 土 地 開 発 公 社 と の

 　 　 　 協 定 の 変 更 に つ い て

 

  箸 尾 準 工 業 地 区 道 路 整 備 事 業 第 ２ 期 工 事 及 び 河 川 事 業 の 受

委 託 に 関 し 、 下 記 相 手 方 と 別 紙 の と お り 変 更 協 定 を 締 結 す る

こ と に つ い て 、 議 会 の 議 決 を 求 め る 。  

 

 

     令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

 

 

                           広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由

 

 

 記

 

 　 　 協 定 の 相 手 方

 奈 良 県 北 葛 城 郡 広 陵 町 大 字 南 郷 ５ ８ ３ 番 地 １

 広 陵 町 土 地 開 発 公 社

       理 事 長 　 松 井 　 宏 之
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変 更 協 定 書 

 

広陵町（以下「甲」という。）と広陵町土地開発公社（以下「乙」という。）とは、

令和６年９月２６日付けで締結した箸尾準工業地域工場用地造成事業に伴う道路整

備事業第２期工事及び河川事業に係る協定書（以下「原協定書」という。）について、

下記のとおり原協定書の一部を変更する。 

なお、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３

９年３月広陵町条例第４号）第２条に規定する契約に該当する場合は、この変更協

定書を仮変更協定書とし、広陵町議会の議決があったときに、その議決日をもって

この変更協定書と同一の条項により、本変更協定を締結したものとする。  

 

記 

 

 １ 原協定書第４条第２項中「金３０９，０００，０００円（うち、道路整備 

事業第２期工事２００，０００，０００円、河川事業１０９，０００，００ 

０円）とする（消費税及び地方消費税３０，９００，０００円を含む。）。」を 

「金２６８，０６０，６０３円（うち、道路整備事業第２期工事１５９，０

６０，６０３円、河川事業１０９，０００，０００円）とする（消費税及び

地方消費税２４，３６９，１４６円を含む。）。」に変更する。 

 

２ その他の条項は原協定書のとおりとする。 

 

   

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、双方記名押印の上、それぞれ

１通を原協定書とともに保有する。 

 

 

令和７年２月７日 

 

 

甲 奈良県北葛城郡広陵町大字南郷５８３番地１ 

              広陵町 

              広陵町長  山 村 吉 由 

 

 

乙 奈良県北葛城郡広陵町大字南郷５８３番地１ 

              広陵町土地開発公社 

              理事長  松 井 宏 之 
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 議  案  第  ３ ０  号

 

 　 　 　 広 陵 町 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業 計 画 （ 第 ３ 期 ）

 　 　 　 を 定 め る こ と に つ い て

 

　 別 紙 の と お り 広 陵 町 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業 計 画 （ 第 ３ 期 ）

を 定 め る こ と に つ い て 、 広 陵 町 議 会 基 本 条 例 （ 平 成 ２ ７ 年 ３ 月

広 陵 町 条 例 第 ２ ４ 号 ） 第 １ ０ 条 の 規 定 に よ り 、 議 会 の 議 決 を 求

 め る 。

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

 

 

                　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 山 　 村 　 吉 　 由
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議  案  第  ３ １  号  

 

　 　 　 奈 良 県 広 域 水 道 企 業 団 設 立 準 備 協 議 会 の 廃 止 に  

　 　 　 関 す る 協 議 に つ い て  

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 ２ ５ ２ 条 の ６ の

規 定 に よ り 、 令 和 ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 を も っ て 、 奈 良 県 広 域 水 道

企 業 団 設 立 準 備 協 議 会 を 廃 止 す る こ と に つ い て 、 関 係 地 方 公

 共 団 体 と 協 議 し た い の で 、 議 決 を 求 め る 。

 　

 

 　 　 令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

 

 

 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　  山 　 村 　 吉 　 由

 

関 係 地 方 公 共 団 体     奈 良 県 、 大 和 高 田 市 、 大 和 郡 山 市 、

天 理 市 、 橿 原 市 、 桜 井 市 、 五 條 市 、

御 所 市 、 生 駒 市 、 香 芝 市 、 宇 陀 市 、

平 群 町 、 三 郷 町 、 斑 鳩 町 、 安 堵 町 、

高取町、明日香村、上牧町、王寺町、

河 合 町 、 吉 野 町 、 大 淀 町 、 下 市 町 、

磯 城 郡 水 道 企 業 団 、 奈 良 広 域 水 質 検

査 セ ン タ ー 組 合  

－ 163 －




